
令和５年度 第２回新潟県地域職業能力開発促進協議会 次第 

 

日 時 令和６年３月５日（火）午前 10時～ 

会 場 新潟美咲合同庁舎２号館４階 共用会議室 

 

１ 開 会 

  新潟労働局長あいさつ  

 

 

２ 議 題 

 （１）新潟県地域職業能力開発促進協議会設置要綱の改定について  

 

 

 （２）最近の雇用失業情勢について 

      

                    

（３）令和５年度公的職業訓練実施状況について  

 

 

  （４）令和６年度新潟県地域職業訓練実施計画（案）について  

    

 

 （５）教育訓練給付制度の指定講座拡大について 

     

 

３ その他  

     

 

 

４ 閉 会 

 





（敬称略）

所　　　属 役　職　名 氏　　　名 備考

学識経験者 新潟大学経済科学部 准 教 授 根 岸 睦 人

一般社団法人　新潟県専門学校協会
会 員 企 業
就職推進課長 佐 藤 勇 太 郎 （ 代 理 ）

一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会

株式会社　ニチイ学館　ヘルスケア事業支店 支 店 長 青 柳 恵 子

新潟県職業能力開発協会 欠 席

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構　新潟支部

支 部 長 相 楽 智 輝

労働者団体 日本労働組合総連合会 新潟県連合会 事 務 局 長 桑 原 典 子

一般社団法人　新潟県経営者協会 事 務 局 長 佐 藤 佐 智 夫

新潟県中小企業団体中央会 専 務 理 事 八 木 威

一般社団法人　新潟県商工会議所連合会 欠 席

新潟県商工会連合会 欠 席

職業紹介
事業者

テンプスタッフフォーラム　株式会社
キャリア事業部
担 当 部 長 嵐 悟 （ 代 理 ）

新潟県産業労働部 雇用能力開発課 課 長 瀬 賀 功

新潟県教育庁　高等学校教育課 指 導 主 事 船 越 浩 司 ( 代 理 )

労働局 新潟労働局 労 働 局 長 　西　　岡　　邦　　昭

新潟県産業労働部 雇用能力開発課 副 参 事 佐 藤 直 樹

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構　新潟支部

統 括 山 本 晃

〃
求 職 者
支 援 課 長

伊 藤 崇

新潟労働局職業安定部 部 長 吉 田 勉

新潟労働局職業安定部 訓練課 課 長 星 井 正 毅

〃 課 長 補 佐 金 子 高 広

〃 訓 練 係 長 佐 藤 大 介

〃
地 方 人 材 育 成
対 策 担 当 官 星 野 浩

随行者

職業訓練
・

教育訓練
実施機関

事業主団体

令和５年度 第2回新潟県地域職業能力開発促進協議会 出席者名簿

事務局

自治体





佐藤副参事 吉田職業安定部長 星井課長 金子課長補佐 佐藤訓練係長 星野担当官

新潟県産業労働部
雇用能力開発課

新潟労働局

瀬賀委員 西岡委員

新潟県産業労働部
雇用能力開発課

新潟労働局
職業安定部

（代理）船越委員 相楽委員 山本統括・伊藤課長

新潟労働局
職業安定部 訓練課

（自治体） （労働局）

新潟労働局
職業安定部 訓練課

（自治体） （職業訓練・教育訓練機関） （随行）

新潟県教育庁
高等学校教育課

独立行政法人
高齢・障害求職者雇用支援機構

新潟支部

独立行政法人
高齢・障害求職者雇用
支援機構　新潟支部

（職業紹介事業者） （職業訓練・教育訓練機関）

テンプスタッフフォーラム
株式会社

一般社団法人
全国産業人能力開発団体連合会

(株)ニチイ学館ヘルスケア事業支店

（代理） 嵐 委員 青柳委員

（事業主団体） （職業訓練・教育訓練機関）

新潟県
中小企業団体中央会

一般社団法人
新潟県専門学校協会

八木委員 （代理）佐藤委員

（事業主団体） （労働者団体）

一般社団法人
新潟県経営者協会

日本労働組合総連合会
新潟県連合会

佐藤委員 桑原委員

令和５年度　第２回新潟県地域職業能力開発促進協議会　席次表

令和６年３月５日(火)１０：００～
新潟美咲合同庁舎　４階共用会議室

会長（学識経験者）

新潟大学経済科学部
准教授

根岸委員





（敬称略）

新潟労働局職業安定部

所　　　属 役 職 名 氏　　　名

学識経験者 新潟大学経済科学部 准 教 授 根 岸 睦 人

一般社団法人　新潟県専門学校協会 会 長 荒 井 英 之

一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会

株式会社　ニチイ学館　ヘルスケア事業支店 支 店 長 青 柳 恵 子

新潟県職業能力開発協会
専 務 理 事
兼事務局長 木 川 義 裕

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構　新潟支部

支 部 長 相 楽 智 輝

労働者団体 日本労働組合総連合会 新潟県連合会 事 務 局 長 桑 原 典 子

一般社団法人　新潟県経営者協会 事 務 局 長 佐 藤 佐 智 夫

新潟県中小企業団体中央会 専 務 理 事 八 木 威

一般社団法人　新潟県商工会議所連合会 専 務 理 事 早 福 弘

新潟県商工会連合会 専 務 理 事 近 田 孝 之

職業紹介
事業者

テンプスタッフフォーラム　株式会社
代表取締役
社 長 苅 部 雄 一

新潟県産業労働部 雇用能力開発課 課 長 瀬 賀 功

新潟県教育委員会　高等学校教育課 課 長 市 野 正 廣
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新潟県地域職業能力開発促進協議会設置要綱（案） 

 

１ 名称 

協議会の名称は、「新潟県地域職業能力開発促進協議会」（以下「協議会」

という。）とする。 

２ 目的 

新潟労働局及び新潟県は、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64号）

第 15条の規定に基づき、新潟県内において、地域の関係機関が参画し、同

法第 16条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設において実

施する職業訓練（同法第 15条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練

を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法

律（平成 23年法律第 47号）第４条第２項に規定する認定職業訓練（両訓練

を合わせて、以下「公的職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域に

おける人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定を促進するとともに、

訓練効果の把握・検証を通じた訓練内容の改善等の協議を行う協議会を設置

する。 

３ 構成員 

協議会は、以下に掲げる者を構成員とする。 

①  新潟労働局 

②  新潟県 

③  職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

④  労働者団体 

⑤  事業主団体 

⑥  職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

⑦  学識経験者 

⑧  その他関係機関が必要と認める者 

４ ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することが

できる。 

５ 会長 

① 協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

② 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 
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③ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務

を代理する。 

６ 協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

７ 協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

① 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓

練コースの設定に関すること。 

② 公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

③ キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び

向上の促進のための取組に関すること。 

④  公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

⑤ 教育訓練給付制度の実施状況等に関すること 

⑥ その他必要な事項に関すること。 

８ 事務局 

事務局については、新潟労働局職業安定部訓練課に置く。 

９ その他 

① 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場

合を除き、公開とする。 

② 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第

15条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

③ この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定め

る。 

10 附則 

  この要綱は、令和４年 10月 31日から施行する。 

  令和５年 11月７日改定 

  令和６年３月５日改定 



新潟労働局

6年1月
5年1月

前年差（Ｐ）

最近の雇用失業情勢(令和6年1月）

求人・求職等

○有効求人倍率

■有効求人倍率（季節調整値）は1.50倍で、

前月と同水準。

・原数値では、1.57倍で前年同月（1.70倍）

より0.13P低下。

・全国の有効求人倍率（季節調整値）は、

1.27倍で、前月と同水準。

・新潟県は全国6位。（前月は9位）

■完全失業率（季節調整値:全国）は2.4%で、

前月より0.1P低下。

○求人の状況

■新規求人（原数値）は前年同月比2か月ぶり

に減少。

・新規求人 18,996人（同3.1％減）
・主な産業の前年同月比

建設業（2か月ぶりに増加） 0.3％増

製造業（11か月連続で減少） 14.0％減

運輸業（2か月連続で増加） 6.2％増

卸売・小売業（4か月連続で減少） 2.8％減

宿泊・飲食業（2か月連続で増加） 5.8％増

医療・福祉業（3か月ぶりに減少） 2.9％減

サービス業（2か月ぶりに減少） 1.7％減

■有効求人（原数値）は前年同月比9か月連

続で減少。

・有効求人 51,599人（同1.6％減）

○求職の状況

■新規求職者（原数値）は前年同月比4か月連続

で増加。

・新規求職者8,563人（同1.1％増）

・【パートを除く常用】在職者（同3.2％増）、

離職者（同3.8％減）、無業者（同5.3％増）

■有効求職者（原数値）は前年同月比6か月連続

で増加。

・有効求職者 32,954人（同6.7％増）

○正社員有効求人倍率

■正社員有効求人倍率（原数値）は1.47倍で、前

年同月より0.06P低下。

・正社員の有効求人（原数値）は28,760人（同1.4％

増加）

・正社員の有効求職者（原数値）は19,563人（同

5.2％増加）

○雇用保険の状況

■雇用保険被保険者数は前年同月差33か月連続

で減少 。 712,537人（4,808人減少）

■雇用保険受給資格決定件数は前年同月比13か

月ぶりに減少。 ※1,951件（0.3%減少)
■雇用保険受給者実人員は前年同月比11か月連
続で増加。 6,799人（10.6％増加)

（※1月分は速報値であり、修正があり得る）

県内の雇用情勢は、改善の動きにやや足踏み感がある。引き続き、求人・求職の動きに留意しつつ、物価の高騰などが

雇用に与える影響にも十分注意する必要がある。

安定所別有効求人倍率 ■前年同月差では、１所で上昇し、１２所で低下。

・有効求人倍率の高い所は、①南魚沼所（2.16倍）、②新潟所（1.90

倍）、 ③三条所（1.59倍）となった。

・有効求人倍率の低い所は、①十日町所（0.97倍）、①新発田所

（1.18倍）、③村上所（1.19倍）となった。

○有効求人倍率の状況（原数値）

地　区 局全体

安定所 新潟 新発田 新津 巻 佐渡 村上 長岡 三条 十日町 南魚沼 上越 柏崎 糸魚川

6年1月 1.57 1.90 1.18 1.38 1.47 1.23 1.19 1.48 1.59 0.97 2.16 1.47 1.26 1.53
5年1月 1.70 1.99 1.24 1.76 1.54 1.09 1.31 1.52 1.67 1.28 2.71 1.62 1.51 1.81

前年差（Ｐ） ▲ 0.13 ▲ 0.09 ▲ 0.06 ▲ 0.38 ▲ 0.07 0.14 ▲ 0.12 ▲ 0.04 ▲ 0.08 ▲ 0.31 ▲ 0.55 ▲ 0.15 ▲ 0.25 ▲ 0.28

下越地区 中越地区 上越地区

雇用情勢判断

○障害者の雇用状況（５年度累計（１月末まで））

・新規求職申込件数 （１月末有効求職者数5,707人）

3,324件（前年同期比3.7％増）

・就職件数 合 計 1,745件（同1.9%減）

身体障害者 350件（同22.0%減）

知的障害者 287件（同4.3％減）

精神障害者 1,016件（同7.4%増）

その他の障害者 92件（同10.8%増）

・民間企業法定雇用率（2.3％）

新潟県の実雇用率（令和5年6月1日現在）

2.38％（前年2.23%） 全国平均2.33％

新規学卒者・障害者の状況

○新規学卒者（令和６年３月卒業者） （１２月末日現在）

【高校生】

・求人数 9,992人（前年同月比9.0％増）

・求職者数 2,280人（同1.9％増）

・求人倍率 4.38倍（同0.28P上昇）

・就職内定者数 2,172人（同1.6％増）

・就職内定率 95.3％（同0.2％減）

【大学等】

・求職者数 9,901人（前年同月比1.9％増）

・就職内定者数 8,140人（同5.4％増）

・就職内定率 82.2％（同2.7％増）
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開講定員数 入校者数
修了者数（中退
就職者含む）

就職者数（中退
就職者含む） 就職率 目標就職率

8,753 3,780 375 284 75.7%

6,155 2,595 308 232 75.3%

3,195 1,939 1,233 292 222 76.0%

施設内訓練 255 245 152 23 18 78.3%

一般求職者向け 245 175 124 23 18 78.3%

10 70 28 0 0 -

2,940 1,694 1,081 269 204 75.8%

一般求職者向け 2,640 1,514 949 245 186 75.9%

短期委託訓練 2,200 1,271 778 208 158 76.0%

育児等両立支援コース 90 71 34 25 20 80.0%

中高年齢者再就職支援コース 90 59 45 12 8 66.7%

長期高度人材育成コース 160 113 92 0 0 -

ｅラーニングコース 35 0 0 0 0 -

誘致企業向け訓練 35 0 0 0 0 -

介護人材育成訓練 30 0 0 0 0 -

300 180 132 24 18 75.0%

2,440 1,104

340 340 212 - - - 100.0%

180 81 46 16 10 62.5%

20 20 6 0 0 -

160 61 40 16 10 62.5%

2,598 1,185 67 52

384 302 204 67 52 77.6%

315 255 146 58 43 74.1%

39 27 13 9 9 100.0%

30 20 45 -

2,044 855

170 170 126 - - - 95.0%

882 542 350 121 72 59.5%

176 77 52 0 0 - 58.0%

706 465 298 121 72 59.5%

85 0 0 0 0 -

135 84 51 13 9 69.2%

170 134 119 0 0 -

316 247 128 100 57 57.0%

9,635 4,130

※１　訓練期間が２年間のコースの前年度の定員数、入校者数を含む
※２　修了者数、就職者数、就職率について

・支援訓練は令和５年４月１日から令和５年６月30日に終了したコースの「就職による中途退校者」及び「修了者」の訓練終了３か月後の雇用保
  険適用就職者の就職状況です（就職率は小数点第２位以下切捨て。）。

・公共職業訓練（県）は令和５年度中に開講し、令和５年９月30日までに終了したコースの「就職による中途退校者」及び「修了者」の訓練終了３
  か月後の就職状況です（前年度に開講した２年訓練の修了者を含む。）。

・公共訓練（ポリテク）は令和５年４月１日から令和５年９月30日に終了したコースの「就職による中途退校者」及び「修了者」の訓練終了３か月後
  の就職状況です。

ものづくり
分野100％

ものづくり
分野以外

80％

80.0%

70.0%

63.0%

在職者訓練

合計

ものづくり
分野以外

80％

高齢者
（55歳以上）

70％

女性
85％

委託訓練

医療事務系

デジタル系

その他

介護系

求職者支援訓練

基礎コース

一般求職者向け

若年求職者向け（DS）

導入訓練

高齢・障害・求職者雇用支援機構

実践コース

新潟県

離職者訓練

若年求職者向け（DS）

委託訓練

若年求職者向け（DS）

令和５年度 新潟県地域職業訓練実施計画 実施状況

（令和５年12月末現在）

計画数
訓練実施状況

公共職業訓練

離職者訓練

在職者訓練

学卒者訓練

学卒者訓練

障害者向け訓練

施設内訓練

※１

※１ ※１ ※１ ※１

※１

※１ ※１ ※１

※１ ※１※１

※１ ※１ ※１ ※１

※１

※１ ※１ ※１ ※１

※１ ※１ ※１ ※１

KTHKPA
a
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令和５年度 新潟県地域職業訓練実施計画 

                             令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 

（令和５年 11月７日一部改訂）                              

新 潟 県  

                          （独）高齢・障害・求職者 

                          雇 用 支 援 機 構 新 潟 支 部                                

新 潟 労 働 局 

第１ 総説 

１ 計画のねらい 

   産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地

位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働

者の適応性を増大させ、及び転職に当たっての円滑な再就職に資するよう、労働者に対して

適切な職業能力開発を行う必要がある。 

   このため、職業能力開発促進法（以下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき

設置する公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実施する

職業訓練（能開法第 15条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」と

いう。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の

就職の支援に関する法律（以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労

働大臣の認定を受けた職業訓練（以下、「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることによ

り、労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

   本計画は、新潟県内の現下の雇用失業情勢等及び国で策定する総合的な職業訓練実施計画

を踏まえ、本計画の対象期間（以下、「計画期間」という。）中における公共職業訓練及び求

職者支援訓練（以下、「公的職業訓練」という。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職

業訓練の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

   また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、新潟労働局、公共職業安定所、

地方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な職業訓練の実施を図るものと

する。 

２ 計画期間 

   計画期間は、令和５年４月 1日から令和６年３月 31日までとする。   

３ 計画の改定 

   本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向と課題等 

１ 労働市場の動向と課題等 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪化など雇用への

大きな影響が見られたが、足下の令和４年 12月現在では県内の雇用情勢は改善の動きが見ら

れるものの、一部に弱い動きも見られることから、引き続き国際情勢の動向、物価の高騰な
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どが雇用に与える影響に十分注意する必要がある。  

また、新潟県は出生数の減少等に伴う人口の自然減や若年層の進学や就職を理由とした県

外への転出超過が続いており、全国を上回るペースで少子高齢化が進行している。加えて、

デジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ」という。）の進展といった大きな変革の

中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上のために必要となる人材の

確保、育成が求められているものの、企業規模等によってはデジタル推進人材の不足からＤ

Ｘの進展への対応に遅れがみられている。  

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の

機会を確保・提供することが重要である。 

特に、職業訓練におけるデジタル分野（ＩＴ分野とＷＥＢデザイン分野）の重点化を進め、

訓練コースを拡充させることにより、県内企業の人材確保等を支援する必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況（令和４年 12月末現在）     

区分 

令和 4年度 令和 3年度受講者 

受講者数 
前年 

同期比 
就職率※ 増減 

公 

共 

職 

業 

訓 

練 

離職者 

訓練 

テクノスクール（県） 
委託 1,255人 87.3％ 75.4％ ▲0.3P 

施設内 123人 91.1％ 83.1％ ▲1.0P 

ポリテクセンター（機構） 施設内 193人 90.2％ 79.3％ ▲0.8P 

障害者 

訓練 
テクノスクール（県） 

委託 38人 77.6％ 85.7％ 13.6P 

施設内 5人 38.5％ 91.7％ 8.3P 

在職者 

訓練 

テクノスクール（県） 1,386人 107.8％   

機構 746人 155.1％   

学卒者 

訓練 

テクノスクール（県） 131人 119.1％   

ポリテクカレッジ（機構） 124人 100.3％   

求職者 

支援訓練 

基礎コース 10人 100.0％ 61.9％ 0.4P 

実践コース 324人 152.1％ 59.2％ ▲1.5P 

※就職率は令和 3年度中に開講したコースを修了した者の３ヶ月後の就職率 

 

第３ 計画期間中の公的職業訓練の実施方針  

【P12 第 1回協議会提示資料「令和 5年度新潟県訓練計画策定方針（案）」参照】 

令和３年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

①  就職率が高く、応募倍率が低い分野（「製造分野」）があること 

②  応募倍率が高く、就職率が低い分野（「IT 分野」「デザイン分野」）があること 
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③  求職者支援訓練のうち基礎コースは令和３年度計画では認定規模の 20％程度として

いたが、実績は 5％であること 

④  人材ニーズを踏まえた、デジタル分野におけるコース設定が必要であること 

といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和５年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施す

る。 

①については、応募・受講しやすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓

練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨を強化する。 

②については、求人ニーズに即した訓練内容となっているか、就職支援が十分か、訓練実

施施設とハローワークが連携した就職支援を強化する。 

③については、就労経験の少ない者や、様々な理由で就労にブランクのある者に対して有

効であり、一定のニーズがあるため、実態を踏まえた計画の設定を行う。 

④については、訓練のデジタル分野への重点化が必要であり、webデザイン分野では応募倍

率が 100％を超えているコースも多いことを踏まえて計画数を設定する。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

 ※各訓練の実施施設と分野の詳細は別表を参照 

   令和５年度地方職業能力開発実施計画策定方針（都道府県）に基づき、新潟労働局から提

供される求人・求職状況等や効果的なマッチングを勘案した求職者の訓練ニーズ、県の産業

施策及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部の計画を踏まえ、公的職業訓練の

訓練定員を設定する。    

１ 離職者に対する公的職業訓練    

（１）離職者訓練のうち施設内訓練の対象者数等【別表１－ア－（ア）、（イ）】 

  ア 対象者数及び就職率に係る目標 

（ア） 県立職業能力開発校（以下、県立テクノスクールという。）実施分については、定員

を 275人とし、目標就職率を 80.0％とする。 

（第 11次新潟県職業能力開発計画成果目標） 

（イ） （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分については、定員を 384人と

し、目標就職率：82.5％とする。 

イ 施設内訓練の内容及び留意事項 

離職者や転職者を対象に民間教育訓練機関等では実施が困難な「ものづくり分野」を中

心として、地域の人材ニーズに応じた訓練コースを設定し、再就職に必要な技能・技術、

関連知識を習得するための職業訓練を実施する。 

また、若年求職者等に対しては座学や実習の訓練と企業実習を組み合わせた日本版デュ

アルシステム（以下「ＤＳ」という。）訓練を実施し、早期の安定就労への移行を支援する。 

（２）離職者訓練のうち委託訓練の対象者数等【別表１－イ】 

ア 対象者数及び就職率に係る目標 

  県立テクノスクール実施分については、定員を 2,940人とし、目標就職率を 80.0％（高
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年齢者（55歳以上）を 70.0％、女性を 85.0％）、デジタル分野の訓練修了者の就職者数を

200人とする。 

（第 11次新潟県職業能力開発計画成果目標） 

イ 委託訓練の内容と留意事項 

民間教育機関を活用し、事務、デジタル、介護など多様な分野の職業訓練を短期の基礎

レベルから長期の応用・高度（２か月～２年間）まで段階的かつ機動的に実施するととも

に、デジタル化の進展への対応のため、デジタル分野の職業訓練のメニューを充実する。 

また、持続可能な地域社会の実現に向けて、福祉施設等との連携により民間教育訓練機

関のない地域においても職業訓練を実施することができる仕組みづくりを図る（介護人材

育成訓練）。 

① 訓練のコース等の設定について 

・事務系、介護系、デジタル系、ものづくり系、建設系のコースを設定する。 

   ② 令和５年度公共職業訓練（委託訓練）の訓練規模の目安数 

    ・訓練定員は全体で 2,810人程度とする。 

    ・うちデジタル分野は 570人とする。 

 ・うち長期高度人材育成コースは 80人とする。 

③ 受講者ニーズに配慮したコース設定について 

・育児や介護等に従事する時間に配慮し、１日当たりの訓練時間を通常よりも短く設定

した育児等両立再就職支援コースを設定する。 

・中高年齢者を対象に、通常のコースより緩やかなペースで訓練を実施し、キャリアに

応じた就職支援を行う中高年齢者再就職支援コースを設定する。 

④ 就職氷河期対策枠について 

    ・不安定就労を繰り返す若年求職者等の雇用の安定化を支援するため、日本版デュアル

システム訓練を設定する。 

⑤ 受講優先枠について 

・訓練受講の入校選考において、一定の合格ラインを超えていれば、合格者として優先

的に受講できる優先枠を設定する。 

・対象となる優先枠は、ひとり親家庭の親、高校、大学等を卒業後３年以内の学卒未就

職者、新型コロナウイルス感染症の影響による離職者とする。 

⑥ 訓練未実施地域でのコースの設定について 

・福祉施設等を公共職業訓練の実施施設として認定し、ＯＪＴと通信講座により介護職

員初任者研修課程の取得を目指す訓練コースを設定する。 

（３）求職者支援訓練の対象者数等 

ア 対象者数及び就職率に係る目標【別表２】 

    非正規雇用労働者や自営廃業者等の雇用保険の基本手当を受けることができない者に対

する雇用のセーフティーネットとしての機能が果たせるよう 618 人程度に訓練機会を提供

するため、訓練認定規模 882人を上限とする。 

    また、雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％、実践コースで 63％を目指す。 
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イ 求職者支援訓練の内容及び留意事項 

    求職者支援訓練については、基本的能力を取得する基礎コースの割合を 20.0%、基礎的能

力から実践的能力までを一括して習得する実践コースを 80.0％とする。 

    その際、成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点を置くとともに、地域

における産業の動向や人材ニーズを踏まえたものとする。 

育児中の女性等で再就職を目指す者、未就職のまま卒業することとなった新卒者やコミ

ュニケーション能力等の課題を有する生活困窮者、さらには短時間労働者等不安定な就労

者、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労についている者や無業状態の者など、対象者

の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定にも努めることとする。   

    ① 職業訓練のコース等の設定について 

・実践コースについては、全国共通重点分野として、介護系、医療事務系、デジタル

系を設定する。 

     ・上記訓練規模にかかわらず認定コースの定員数が少なかった場合の繰越分及び中止

コースの繰越分については、第４四半期（必要により第３四半期含む）において基礎・

実践間の振替や実践コースの他分野への振替を可能とする。 

    ② 職業訓練枠について 

     ・新規参入枠は、基礎コース、実践コースとも 30％以内とする。ただし、認定単位

期間の実績枠に余剰人員が発生した場合は、同一認定単位期間内で新規枠に振り替え

ることも可能とする。  

    ③ 地域ニーズ枠について 

      特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓練を設定する。地域ニーズ枠の設定

に当たっては、公共訓練（委託訓練）の地域、規模、分野、時期などを踏まえて設定す

ることができる。ただし、訓練認定規模の 20％以内とする。 

      また、地域ニーズ枠は別枠として、全てを新規参入とすることができる。 

    ④ 就職氷河期対策枠について 

      就職氷河期世代を含めた安定就労を目指す者への対策として、訓練期間や訓練時間

を緩和したコースを設定することができる。 

      また、就職氷河期対策コースは別枠として、すべてを新規参入とすることができる。 

    ⑤ 訓練の認定について 

     実践コースの全国共通重点分野において訓練コースが認定されなかった場合の余剰

定員については、同一認定単位期間の「その他」分野への振替をすることができる。 

      申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は次のとおりとする。 

     ・新規参入枠は職業訓練の計画提案等が良好なものから認定する。 

     ・実績枠は求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

    ⑥ 認定単位期間 

      四半期ごとに求職者支援訓練を認定することとする。 

    ⑦ 認定申請等について 

       認定単位ごとの定員数及び認定申請受付期間については、新潟労働局及び（独）

高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部のホームページで周知する。 
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（４）職業訓練の効果的な実施のための取組 

    訓練効果を把握・検証し、訓練カリキュラム等の改善を図るため、新潟県地域職業能力

開発促進協議会の元に新潟労働局、新潟県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援

機構新潟支部を構成員とするワーキンググループを設置する。 

ワーキンググループでは、適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練

コースについて、訓練修了者や採用企業からのヒアリングを行って把握・検証する。 

２ 在職者訓練の対象者数等 

 （１）県立テクノスクール実施分【別表３－ア】 

     本県の産業政策と連携し、地域企業の人材育成ニーズに応じた在職者の幅広い知識、

技術や技能の習得を支援する。実施に当たり、中小企業等のニーズに応じたオーダーメ

イド訓練や指導員の出張型訓練、高度技能者の派遣訓練など、企業支援の充実を図る。 

     また、デジタル分野については、様々な手法（集合コース、オンライン及びｅラーニ

ング）を取り入れ、企業の要望や在職者のライフスタイルに柔軟に対応することにより、

在職者のリスキリングを支援する。 

     定員を 2,440人とし、目標受講者数を 1,505人とする。 

（第 11次新潟県職業能力開発計画成果目標） 

 （２）（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分【別表３－イ】 

     在職者を対象とし、地域の人材育成ニーズや時代の変化に対応し、ものづくり分野に

特化して、ポリテクカレッジ新潟及びポリテクセンター新潟において技能・技術の向上

を図る職業訓練を実施する。 

３ 学卒者訓練の対象者数等 

 （１）県立テクノスクール実施分【別表４－ア】 

     本県産業の基幹を担うものづくり分野において、技能・技術を継承する人材の育成・

確保に資する職業訓練（期間：１年または２年）を実施する。 

      定員を 340人とし、目標就職率を 100％とする。 

（第 11次新潟県職業能力開発計画成果目標） 

 （２）（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分【別表４－イ】 

     ポリテクカレッジ新潟において、高校卒業者等を対象とした“ものづくり”に対応で

きる高度な知識と技能・技術を兼ね備えた実践技術者（テクニシャン・エンジニア）の

育成を行う。  

     定員を 85人とし、目標就職率を 95％とする。 

４ 障害者訓練の対象者数等 

  県立テクノスクールにおいて実施する。 

（１）施設内訓練に係る規模と分野【別表５－ア】 

     社会経験の少ない若年者に対し、社会生活指導を重点に、複数スキルを習得し、就職

を目指す訓練を実施する。 
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     定員を 20人とし、目標就職率を 70.0％（障害者訓練全体）とする。 

（第 11次新潟県職業能力開発計画成果目標） 

 （２）委託訓練に係る規模と分野【別表５－イ】 

     労働局及び県福祉部や教育庁と連携し効果的な訓練となるよう努めるとともに、求人

求職ニーズを的確に捉え、資格取得を目指す介護系訓練や障害特性を踏まえた精神障害

者向け職業訓練、マッチング効果の高い実践能力習得コースの充実など魅力あるカリキ

ュラムを実施し受講者の拡大を図る。 

     定員を 160人とし、目標就職率を 70.0％（障害者訓練全体）とする。 

（第 11次新潟県職業能力開発計画成果目標） 

 

第５ その他、公的職業訓練以外の人材育成事業 

 １ 地域リスキリング推進事業（市町村） 

（１） 全体方針 

中小企業や介護分野の事業者等、地域に必要な人材確保のため、デジタル・グリーン 

   等成長分野に関するリスキリングの推進に資する事業を、市町村において実施する。 

（２） 主要事業 

別紙２ 地域リスキリング推進事業一覧のとおり 

（３） その他 

本事業の実施状況等については、本協議会に報告する。 

 

２ 生産性向上人材育成支援センターにおける人材育成支援 

   中小企業等における労働生産性向上のための総合的な支援を行うとともに、当該支援を実

施する中で把握した生産性向上に関する課題等に対応した訓練を実施するため、（独）高

齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部に生産性向上人材育成支援センター（以下、「支援

センター」という。）を設置している。 

   支援センターでは、中小企業等に対する支援業務を拡充し、生産性向上のための人材育成

を総合的（在職者訓練、生産性向上支援訓練、職業訓練指導員の派遣等）に支援する。 

   また、同センター内に「中小企業等ＤＸ人材育成支援コーナー」を設置し、中小企業から

のＤＸ人材の育成に関する相談やＤＸに関連した訓練のコーディネートを行い、中小企業の

ＤＸに対応するための人材育成を総合的に推進する。 
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別表 

１ 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

ア 施設内訓練に係る実施機関別の規模 

（ア）県立テクノスクール実施分 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 135 
DS自動車整備科・溶接科・ビル設備管理科・メカニカ
ルベーシックコース・個人開業基本コース 

上越テクノスクール 80 
溶接科・木造建築科・ビジネススタッフ科・電気設備
工事コース 

三条テクノスクール 60 溶接科 

合 計 275  

（イ）（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分 

校 名 定員 科 目 名 

ポリテクセンター新潟 384 

テクニカルオペレーション科・（DS）機械加工技術科・

金属加工科・住宅施工技術科・ビル管理技術科・電気

設備技術科・スマート生産サポート科 など 

イ 委託訓練に係る県立テクノスクール実施分の規模と分野      

訓練コース 定員 訓練内容 実施校 

短期委託訓練 2,200 事務系、介護系、デジタル系、ものづくり系 
新潟・上越・

三条・魚沼 

ｅラーニングコース 35 在宅訓練によるデジタル系等 未定 

長期高度人材育成コース 160 
情報、介護福祉士、保育士、建設、調理師、製

菓、美容師 

新潟・上越・

三条 

育児等両立再就職支援 

コース 
90 

育児や介護等に配慮し、１日当たりの訓練時間

を通常より短く設定して実施し、ライフステー

ジに合わせた再就職を支援 

新潟・上越・

三条 

中高年齢者再就職支援 

コース 
90 

中高年齢者を対象に通常コースより緩やかな

ペースで訓練を実施するとともに、キャリアに

応じた就職支援を行う 

新潟・上越・

三条 

誘致企業向け訓練 35 誘致企業に対応した訓練 未定 

日本版デュアルシステム 300 就職氷河期世代を含む若年求職者向け訓練 
新潟・上越・

三条・魚沼 

介護人材育成訓練 30 
福祉施設等を訓練の施設とみなして職業訓練

を実施し、介護職員初任者研修を実施 
未定 

合 計 2,940   
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２ 求職者支援訓練の認定規模 

区 分 訓練規模（人） 比率（％） 

合 計 882  

基礎コース 176 20.0 

実践コース 706 80.0 

 

全国共通重点分野 390 

 

 介 護 系 85 

 医療事務系 135 

 デジタル系 170 

その他 316 

    ※ 上記認定規模については、原則としてコース及び分野ごとの上限とする 

３ 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

 ア 県立テクノスクール実施分      

校 名 定員 科目名等 

新潟テクノスクール 640 

新入社員教育コース・技能検定等試験対策

コース・高度技能習得コースなど 

上越テクノスクール 350 

三条テクノスクール 480 

魚沼テクノスクール 180 

デジタル人材リスキリング支援事業 790 デジタル分野に関する、基礎知識や実業務

に直結する実践的な基礎技能を習得する

コースなど（集合、オンライン及びｅ-ラー

ニング） 
 

デジタル技術基礎コース 610 

ITスキルアップコース 180 

合 計 2,440  

 イ （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分 

校 名 定員 科 目 名 

ポリテクカレッジ新潟 1,240 精密測定技術・３次元ＣＡＤを活用したアセンブリ

技術・ＰＬＣによるＦＡネットワーク構築技術・マ

イコン制御システム開発技術・バリアフリー住宅の

設計実践技術 など ポリテクセンター新潟 804 

合 計 2,044  
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４ 公共職業訓練（学卒者訓練）の対象者数等 

 ア 県立テクノスクール実施分      

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 80 精密機械加工科・電気システム科 

上越テクノスクール 90 自動車整備科・メカトロニクス科 

三条テクノスクール 120 メカトロニクス科・工業デザイン科・生産システム科 

魚沼テクノスクール 50 
電気施設科・建築施工科（木造建築科とエクステリア

左官科を統合し令和５年度より設置） 

合 計 340  

 イ （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分       

校 名 定員 主なコース 

ポリテクカレッジ新潟 85 
生産技術科・電気エネルギー制御科・電子情報技術

科・居住環境科 

５ 公共職業訓練（障害者訓練）の対象者数等 

 県立テクノスクールにおいて実施 

ア 施設内訓練に係る規模と分野     

校 名 定員 主なコース 

新潟テクノスクール 20 総合実務科 

 イ 委託訓練に係る規模と分野 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 74 

知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース、

ｅラーニングコース 

上越テクノスクール 38 

知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース 

三条テクノス

クール 

三条地域 38 

知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース 

魚沼地域 10 実践能力習得訓練コース 

合 計 160  

 



別紙１

１　総　括　表

２　内　訳　表

ＩＴ分野

営業・販売・事務分野

医療事務分野

介護・医療・福祉分野

農業分野

旅行・観光分野

デザイン分野

製造分野

建設関連分野

理容・美容関連分野

その他分野

合計

（参考）
デジタル分野

※　「定員」とは、当該年度中における開講コースの定員の数。

325

区　　分

合　　計

求職者支援訓練

公
共
訓
練

新潟県

機　構

令和５年度　公的職業訓練実施計画（離職者訓練）

112 112

令和５年度計 第1四半期 第2四半期 第3四半期 開講月未定

3,115 835 840 615 500 325

第4四半期

定員

公共職業訓練
（高齢・障
害・求職者雇
用支援機構）

求職者支援訓練全体計画数

分野

公
共
職
業
訓
練
（
離
職
者
向
け
）

 
 
 
＋
求
職
者
支
援
訓
練
（
実
践
コ
ー
ス
）

求職者支援訓練（基礎コース）

384 80 80

290 210 221

7734,381 1,205 1,162 916

882 161

定員 定員 定員 定員

公共職業訓練（都道府県）

施設内 委託

1,300 15 1,285

400 350 50

745 660 85

235 100 135

2 2

414 165 15 234

340 220 120

4 4

120 15 45 60

176 176

645 60 179 90 316

902 570 162 170

4,381 255 2,860 384 882
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令和５年度新潟県職業訓練計画の策定方針について（案）

令和３・４年度の実績や中央協議会の方針を踏まえながら、計画の作成を進める。

①比較的就職率が高く、応募倍率が低い分野

（R3実績）「製造分野」

②比較的応募倍率が高く、就職率が低い分野

（R3実績）「IT分野」「デザイン分野」

実施状況
の分析

③求職者支援訓練のうち、基礎コースは令和3
年度計画では認定規模の２０％程度としてい
たが、実績は１０％未満

④委託訓練においては、計画と大きく乖
離した分野はなかった

計画と
実施の
乖離

⑤人材ニーズを踏まえた、デジタル分野
におけるコース設定が課題

設定上
の課題

・製造分野は、応募、受講しやすい訓練日程の検討
が必要

・求人ニーズに即した訓練内容となっているか、就
職支援が十分か、訓練実施施設とハローワークが連
携した就職 支援の強化。

・就労経験の少ない者や、様々な理由で就労にブラ
ンクのある者に対して有効であり、一定のニーズが
あるため、実態を踏まえた計画の設定が必要

・訓練機関等のニーズを踏まえた、訓練コースの設
定を進めるとともに、実態を踏まえた計画数の設定
が必要

・訓練のデジタル分野への重点化が必要であり、
webデザイン分野では応募倍率が100％を超えてい
ることを踏まえて計画数の設定が必要
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番号
地方公共
団体

事業名 事業概要等

1 十日町市 十日町地区雇用協議会の設置 １　事業内容

　　妻有地域（十日町市・津南町）の雇用の推進のため、産業界と
　行政が連携し、若年者（新卒者を含む）の地元就職の促進、高年
　齢者・障害者等への雇用対策の実施、地域雇用にかかる情報発信
　などを行う。

２　構成団体

　　十日町商工会議所、水沢商工会、川西商工会、中里商工会、松
　代町商工会、松之山商工会、津南町商工会、十日町織物工業協同
　組合、新潟県建設業協会十日町支部、十日町専門店会協同組合、
　グループ夢21、妻有地域包括ケア研究会、十日町公共職業安定
　所、十日町市、津南町

３　令和5年度事業費

　　2,752,589円（うち、十日町市負担金1,739,000円）

４　令和5年度事業計画（主なもの）

　　新入社員実務基礎セミナー（R5年4月）、まちの産業発見塾（R5
　年9月）、十日町・津南就職ガイダンス（時期未定）、地域雇用に
　係る広報（通年）、中小企業経営者を対象とした人材確保セミ
　ナー（R5年10月）

５　事業区分

　・　経営者等の意識改革・理解促進

　・　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

2 津南町 十日町地区雇用協議会の設置 １　事業内容

　　妻有地域（十日町市・津南町）の雇用の推進のため、産業界と
　行政が連携し、若年者（新卒者を含む）の地元就職の促進、高年
　齢者・障害者等への雇用対策の実施、地域雇用にかかる情報発信
　などを行う。

２　構成団体

　　十日町商工会議所、水沢商工会、川西商工会、中里商工会、松
　代町商工会、松之山商工会、津南町商工会、十日町織物工業協同
　組合、新潟県建設業協会十日町支部、十日町専門店会協同組合、
　グループ夢21、妻有地域包括ケア研究会、十日町公共職業安定
　所、十日町市、津南町

３　令和5年度事業費

　　2,752,589円（うち、津南町負担金309,000円）

４　令和5年度事業計画（主なもの）

　　新入社員実務基礎セミナー（R5年4月）、まちの産業発見塾（R5
　年9月）、十日町・津南就職ガイダンス（時期未定）、地域雇用に
　係る広報（通年）、中小企業経営者を対象とした人材確保セミ
　ナー（R5年10月）

５　事業区分

　・　経営者等の意識改革・理解促進

　・　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

3 津南町 津南町中小企業人材育成事業補助金 １　事業内容

　　町内中小企業の優秀な人材の育成・確保を推進し、資質の向上や
　能力開発・技術力の向上等を図るため、中小企業大学校、民間主催
　の研修を受講する（オンラインによる研修も対象）場合に、受講料
　及び宿泊料の３分の１（１人３万円を限度、１事業者１年度で９万
　円）を補助するもの

２　実施主体

　　津南町

３　令和5年度事業費

　　20,000円

４　令和5年度事業計画（主なもの）

　　申請があれば都度対応し、補正予算で対応する

５　事業区分

　　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

別紙２　地域リスキリング推進事業一覧
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令和５年度　「求職者支援制度」の取扱状況　（12月末現在）       
作成日 2024/1/12

　

新潟労働局　訓練課

　

1．求職者支援訓練認定・実施状況

　

②【　開講状況　】 令和5年4月～令和5年12月開講分

　　開講　34コース（32）　中止　1コース（2） 開講率　97.1%（94.1%)

認定コー
ス数

開講コー
ス数

開講率

5 5 100.0%
(1) (1) (100.0%)

30 29 96.7%
(33) (31) (93.9%)

35 34 97.1%
(34) (32) (94.1%)

（ ）は前年同期間実績です

実践コース

長岡市 9

十日町市 3 魚
沼市 1

下越　17 中越  15 上越　2合計

コース別 分野内訳 地域内訳

基礎コース

新潟市 14
上越市

2

営業・販売・事務分野 15 医療事務
分野 6 クリエート（企画・創作）分野
1
デザイン分野 6 建設関連分野 1

基礎分野 5

新潟市 3 長岡市 2

基礎コース 5 (1) 77 (15) 54 (12) 52 (10) 67.5% (66.7%)

実践コース 29 (31) 465 (458) 356 (382) 298 (324) 64.1% (70.7%)

合計 34 (32) 542 (473) 410 (394) 350 (334) 64.6% (70.6%)

（ ）は前年同期間実績です

受講者数 定員充足率

令和5年12月31日現在

確定ｺｰｽ 定員数 応募者数

③【　定員の充足状況　】

令和5年
12月分

令和5年度

19 214 (327)

14 130 (206)

うち雇用保険受給者 6 34 (108)

5 84 (121)

（ ）は前年同期間実績です

2．就職支援計画書交付件数

就職支援計画書交付件数

　求職者支援訓練

　公共職業訓練

 3．職業訓練受講給付金支給関係

支援訓練 公共訓練 支援訓練 公共訓練

484 173 311
(714) (235) (479)

121 55 66
(180) (67) (113)

50,266 18,169 32,097
(74,894) (24,565) (50,328)

（ ）は前年同期間実績です  

6,060 1,833 4,227
職業訓練受講給付金

支給決定金額　（千円）

職業訓練受講給付金
支給決定件数

（初回受給者数） 17 8 9

令和5年12月分 令和5年度

59 17 42

①【 訓練計画における認定状況 】

令和5年4月～令和6年3月分

計画定員 認定コース数 認定定員 認定率

基礎コース 176 (170) 5 (1) 77 (15) 43.8% (8.8%)

実践コース 706 (682) 47 (50) 744 (736) 105.4% (107.9%)

合計 882 (852) 52 (51) 821 (751) 93.1% (88.1%)

　　　　　　　（　）は前年同期間実績です

令和5年12月31日現在

４．認定職業訓練実施奨励金関係

基礎コース 1 3,900 3 (0) 6,900 (0)

実践コース 3 6,713 34 (41) 60,268 (59,830)

計 4 10,613 37 (41) 67,168 (59,830)

付加奨励金 9 5,106 29 (26) 13,757 (13,129)

保育奨励金 0 0 0 (0) 0 (0)

13 15,719 66 (67) 80,924 (72,959)

令和5年12月分 令和5年度

支給決定件
数

支給決定金
額（千円）

支給決定
件数

支給決定金額
（千円）

基本奨
励金

合計

（ ）は前年同期間実績です  

④【　就職状況　】

令和5年度  （令和5年6月末までに終了したコースの訓練終了3ヶ月後までの就職状況）

雇用保険加入就職者 ※目標就職率　基礎コース58％　実践コース63％

コース数 受講者数 修了者数 就職者数 就職率
関連就職

者数
関連就職
の割合

ＨＷ紹介就
職者数

紹介就職
の割合

0 0 0 0   -    0   -    0   -    

13 135 121 72 59.5% 47 65.3% 32 44.4%

13 135 121 72 59.5% 47 65.3% 32 44.4%

*参考* 令和４年度 （令和４年度中に終了したコースの訓練終了3ヶ月後までの就職状況）

コース数 受講者数 修了者数 就職者数 就職率
関連就職

者数
関連就職
の割合

ＨＷ紹介就
職者数

紹介就職
の割合

1 10 10 7 70.0% 6 85.7% 5 71.4%

44 412 370 204 55.1% 139 68.1% 92 45.1%

45 422 380 211 55.5% 145 68.7% 97 46.0%

※修了者数は就職による中途退校者数を含みます。又基礎コースの修了者数は実践コース及び公共訓練の連続受講者数を除きます。

※ 平成28年4月1日開講コースより、訓練終了日において65歳以上の者の数は修了者数及び就職者数より除きます。

※「関連就職の割合」については、就職した修了者からの報告を基に集計。

基礎コース

実践コース

合計

基礎コース

実践コース

合計

KTHKPA
a



146,442

135,137

127,571

118,815

111,056
108,224

103,625

97,787 95,058 93,438

66,990
61,153

56,037
51,231

47,051
44,857 43,338 41,584

41,227 41,614
36,518

31,623
29,780 27,464

25,845 25,232 25,281 24,975 22,628 22,442

3,743

3,404

3,007

2,588

2,314
2,204 2210 2191 2172

1878

762 612

467
371 340 364

305 272 319
498

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

新規求職者数 特定求職者となりうる者 雇用保険受給者数 公共訓練受講者数 支援訓練受講者数

新規求職者と訓練受講者の推移

新
規
求
職
者
数

雇
用
保
険
受
給
者

求職者に対する受講者の割合
H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
10.2% 10.8% 10.1% 9.4% 9.0% 8.7% 8.7% 8.8% 9.6% 8.4%
1.1% 1.0% 0.8% 0.7% 0.7% 0.8% 0.7% 0.7% 0.8% 1.2%

公共訓練（対雇用保険受給者）
求職者支援訓練（対特定求職者）

（人） （人）

特
定
求
職
者
と
な
り
う
る
者



年間
計画数

認定
定員数

認定率
認定

コース数
開講

コース数
開講率

開講
定員数

応募者数 応募倍率 受講者数 充足率

ＩＴ分野 50 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

営業・販売・事務分野 - 404 - 15 15 100.0% 219 117 53.4% 107 48.9%

医療事務分野 135 97 71.9% 6 6 100.0% 84 60 71.4% 51 60.7%

介護・医療・福祉分野 85 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

農業分野 - 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

旅行・観光分野 - 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

デザイン分野 120 161 134.2% 6 6 100.0% 134 158 117.9% 119 88.8%

製造分野 - 0 - 0 0 - 0 0 - 0 -

建設関連分野 - 15 - 1 1 100.0% 15 8 53.3% 8 53.3%

理容・美容関連分野 - 12 - 0 0 - 0 0 - 0 -

その他分野（※） 316 25 7.9% 2 1 50.0% 13 13 100.0% 13 100.0%

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 176 77 43.8% 5 5 100.0% 77 54 70.1% 52 67.5%

合計 882 791 89.7% 35 34 97.1% 542 410 75.6% 350 64.6%

（参考）
デジタル分野 170 161 94.7% 6 6 100.0% 134 158 117.9% 119 88.8%

分 野

求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー
ス

）

※令和５年度の計画段階では、実践コースのうち医療事務分野、介護・医療・福祉分野、デジタル分野のみ具体的な目標値を設定し、他の分野は「その他分野」で設定

令和５年度　求職者支援訓練実施状況

令和５年12月末現在

年度合計 累計（４月～12月）

KTHKPA
a





受講者の男女構成

受講者の年齢構成

※令和５年４月から令和５年12月に開講した訓練コースの受講者数

令和５年度求職者支援訓練受講者の状況（令和５年12月現在）

・基礎コース、実践コースともに女性の割合が高く、実践コースは女性の割合が78％となっている。

・実践コースの分野別では、医療事務分野で女性の割合が96％、営業・販売・事務分野で女性の割合が79％がとなっている。

・基礎コースでは、50歳代、40歳代の割合が高く、実践コースでは20歳代、30歳代、40歳代の割合が高い。

・実践コースの分野別では医療事務、デザイン分野は20歳代の割合が高く、営業・販売・事務分野は40歳代の割合が高い。

0人 50人 100人 150人 200人 250人 300人

実践コース

基礎コース

男性

女性

0人 25人 50人 75人 100人 125人 150人

介護福祉分野

デザイン分野

ＩＴ分野

医療事務分野

営業・販売・事務分野

男性

女性

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実践コース

基礎コース

～19歳 20～29 30～39 40～49 50～59 60～

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護福祉分野

デザイン分野

ＩＴ分野

医療事務分野

営業・販売・事務分野

～19歳 20～29 30～39 40～49 50～59 60～

KTHKPA
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令和５年度求職者支援訓練修了者の雇用形態別就職状況(令和５年12月現在）

・実践コースにおける主な訓練分野の雇用形態では、正社員の割合が高いのは、営業・販売・事務分野（35％）、医療事務分野

（65％）、ＩＴ分野（75％）であり、介護分野ではアルバイト（67％）の割合が高い。

・実践コースの雇用形態では、正社員（42％）の割合が最も大きく、次いで派遣（22％）となっている。

0人 50人 100人 150人 200人

実践コース

基礎コース

正社員 パート 契約社員 派遣 アルバイト その他

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人 70人 80人

介護福祉分野

デザイン分野

ＩＴ分野

医療事務分野

営業・販売・事務分野

正社員 パート 契約社員 派遣 アルバイト その他

営業・販売・事務
分野

医療事務分野 ＩＴ分野 デザイン分野 介護福祉分野

就職者 6 183 75 37 4 50 3

正社員 0 76 26 24 3 17 1

パート 3 37 23 4 0 7 0

契約社員 1 16 5 3 1 6 0

派遣 1 41 20 6 0 10 0

アルバイト 1 11 0 0 0 9 2

その他 0 2 1 0 0 1 0

修了者 9 329 145 44 8 92 4

就職率 66.7% 55.6% 51.7% 84.1% 50.0% 54.3% 75.0%

（関連就職率） 55.6% 38.3% 38.6% 68.2% 37.5% 31.5% 75.0%
※　令和４年10月から令和５年６月に終了した訓練コースの就職状況(訓練終了３ヶ月後）

※　就職率：就職者（就職を理由とした中退者を含む）／訓練修了者（就職を理由とした中退者を含む）

※「関連就職率」については、就職した修了者からの報告を基に集計

基礎コース 実践コース



番号
地方公共
団体

事業名 事業概要等 事業実績 事業効果 課題・今後の取組

1 十日町市 １　事業内容

　　妻有地域（十日町市・津南町）の雇用の推進のため、産業界と
　行政が連携し、若年者（新卒者を含む）の地元就職の促進、高年
　齢者・障がい者等への雇用対策の実施、地域雇用にかかる情報発
　信などを行う。

２　構成団体

　　十日町商工会議所、水沢商工会、川西商工会、中里商工会、松
　代町商工会、松之山商工会、津南町商工会、十日町織物工業協同
　組合、新潟県建設業協会十日町支部、十日町専門店会協同組合、
　グループ夢21、妻有地域包括ケア研究会、十日町公共職業安定
　所、十日町市、津南町

３　令和６年度事業費（予定）

　　2,555,000円（うち、十日町市負担金1,813,000円）

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　新入社員実務基礎セミナー（Ｒ６年４月）、まちの産業発見塾
（Ｒ６年10月）、十日町・津南就職ガイダンス（時期未定）、障が
　い者就職面接会（未定）、地域雇用に係る広報（通年）

５　事業区分

　・　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

2 津南町 １　事業内容

　　妻有地域（十日町市・津南町）の雇用の推進のため、産業界と
　行政が連携し、若年者（新卒者を含む）の地元就職の促進、高年
　齢者・障がい者等への雇用対策の実施、地域雇用にかかる情報発
　信などを行う。

２　構成団体

　　十日町商工会議所、水沢商工会、川西商工会、中里商工会、松
　代町商工会、松之山商工会、津南町商工会、十日町織物工業協同
　組合、新潟県建設業協会十日町支部、十日町専門店会協同組合、
　グループ夢21、妻有地域包括ケア研究会、十日町公共職業安定
　所、十日町市、津南町

３　令和６年度事業費

　　2,555,000円（うち、津南町負担金327,000円）

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　新入社員実務基礎セミナー（Ｒ６年４月）、まちの産業発見塾
 （Ｒ６年10月）、十日町・津南就職ガイダンス（時期未定）、障が
　い者就職面接会（未定）、地域雇用に係る広報（通年）

５　事業区分

　・　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

令和５年度　地域リスキリング推進事業の実施状況（令和６年１月末時点）

十日町地区雇用協議会の設置

十日町地区雇用協議会の設置

１　まちの産業発見塾
　・　参加生徒に対する、時代の変化
　　に合わせた地元企業のアピール方
　　法。

２　十日町・津南就職ガイダンス2025
　・　年々減少傾向にあるガイダンス
　　参加者の増加に向けた情報発信・
　　周知方法。

１　新入社員実務基礎セミナー
　(1)　期　日　令和５年４月18日
　(2)　参加者　新入社員74人（募集定員100人）
　(3)　内　容
　　・　新入社員に必要な基礎知識、ルール、マナーなど実習を交
　　　えて習得
　　・　第四北越ﾘｻｰﾁ&ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞから講師を招聘し、新入社員に必
　　　要とされるスキルやマインドについて講演

２　まちの産業発見塾
　(1)　期　日　令和５年９月25日、26日
　(2)　参加数　企業44社、生徒847人
　(3)　内　容
　　・　十日町・津南地域の中学生、高校生を対象とした、地元企
　　　業の紹介、体験を実施
　　・　地域を支える産業や企業について「知る場」、「理解する
　　　場」、「体験する場」を設けることで、地元十日町市・　津
　　　南町について学ぶとともに、将来的な十日町市・津南町への
　　　就業意識の醸成を図る。
　　・　参加生徒からは「進路選択の幅が広がった」「地域を支え
　　　る企業を知れてよかった」等の意見があった。

３　中小企業経営者を対象とした人材確保セミナー
　(1)　期　日　令和５年10月17日
　(2)　参加数　企業31社、38人
　(3)　内　容
　　・　採用に悩む中小企業者を対象に、採用を行う上での重要な
　　　ポイントや人材確保の秘訣を学ぶ
　　・　株式会社コンサラートから講師を招聘し、効果的な求人票
　　　の書き方、採用の成功事例等について講演

４　十日町・津南就職ガイダンス2025
　(1)　期　日　令和６年３月19日予定
　(2)　参加数　企業36社、学生等未定
　(3)　内　容
　　・　若者への就職支援と、地元企業の情報を発信する場を提供
　　　することによる地元就職の促進
　　・　地元企業の参加のほか、自治体でもU・Iターン支援相談窓
　　　口を設置
　　・　今回から参加対象者を新卒者、第2新卒者に加えて、卒業後
　　　概ね10年以内の者も対象とすることで、幅広い年代の就職希
　　　望者を支援する。

１　まちの産業発見塾
　・　実際に就職に繋がった事例が
　　あった。
　・　まちの産業発見塾からキャリア
　　教育に力を入れ始めた高校があっ
　　た。

２　十日町・津南就職ガイダンス2025
　・　実際に就職に繋がった事例が
　　あった。

同上 同上 同上

KTHKPA
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番号
地方公共
団体

事業名 事業概要等 事業実績 事業効果 課題・今後の取組

3 津南町 １　事業内容

　　町内中小企業の優秀な人材の育成・確保を推進し、資質の向上
  や能力開発・技術力の向上等を図るため、中小企業大学校、民間
　主催の研修を受講する（オンラインによる研修も対象）場合に、
　受講料及び宿泊料の３分の１（１人３万円を限度、１事業者１年
　度で９万円）を補助するもの

２　実施主体

　　津南町

３　令和６年度事業費

　　20,000円

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　申請があれば都度対応し、補正予算で対応する

５　事業区分

　　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

津南町中小企業人材育成
事業補助金

令和５年度　地域リスキリング推進事業の実施状況（令和６年１月末時点）

　一昨年度から新型コロナウイルスの影
響もあり、民間の研修含め中小企業大学
校のオンライン研修も対象としたとこ
ろ、補助金利用件数が伸びていった。各
企業職員のスキルアップに対し、積極的
な姿勢が見ることが出来た。

　近年３～４件の申請があったが、今年
度は１件に留まっている。また、本事業
を活用している企業が特定化しているた
め、次年度以降多くの企業から利活用を
図る様周知徹底をしていきたい。

　補助対象件数：１件（中小企業大学校（オンライン））



１ 離職者訓練（令和５年度実施状況）

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部が実施する公共職業訓練等

区分／科名 入所月（月） 定員（人） 定員充足率 就職率

離職者訓練

標準コース

CAD・NC科 5、8、11 54 61.1％ 100％

金属加工科 6、9、12 36 36.1％ 100％

電気設備技術科 7、10、1 45 37.8％ 85.7％

ビル設備科 4、7、10、1 60 66.7％ 89.5％

住宅ＣＡＤ・リフォーム科 6、9、12 45 93.3％ 54.5％

スマート生産サポート科 8 15 60.0％ 46.2％

企業実習付きコース（短期デュアルコース）

機械加工技術科 7、1 24 41.7％ 100％

電気設備技術科 4 15 53.3％ 83.3％

導入訓練（橋渡し訓練） 5、7、8、11、1 25 228％ －

※企業実習付コースとは、概ね55歳未満の求職者を対象とした、約１か月の企業実習を取り入れた実践的なコース
※導入訓練とは、就業経験が乏しく、直ちに上記コースを受講することが困難な離職者を対象とし、ＩＴの基本的な知識と社会人と
して必要な心構えを身につける、概ね１か月程度の訓練

（２）各訓練科の状況

（令和６年１月末時点）（１）総括

（令和６年１月末時点）

機構１－１

※就職率は、訓練修了後３か月以内に就職した者の実績（前年度繰越者の就職実績及び次年度繰越訓練科のうち当該年度における
中退者の就職実績を含む）

定員及び入所者数の推移 就職率の推移

区分 定員（人） 入所者（人） 定員充足率 就職率 正社員就職率

離職者訓練（年間総定員384人） 319 229 71.8 ％ 81.9 ％ 72.1 ％

標準コース 255 154 60.4 ％ 79.7 ％ 69.5 ％

企業実習付きコース
（短期デュアルコース）

39 18 46.2 ％ 100 ％ 88.9 ％

導入訓練（橋渡し訓練） 25 57 228 ％ － －

355 384 396 396 319

308 286 264 249 229
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２ 在職者訓練（令和５年度実績）

在職者を対象として、仕事を遂行する上で必要な技能・技術の向上を図るための短期間（２～5日程度）
の職業訓練を実施しています。

（令和6年1月末時点）

実施施設
※１

目標数 受講者数 コース数
受講者満足度

（目標95％以上）

事業主満足度
生産性向上に寄与
（目標90％以上）

中小企業受講率
（目標70％）

センター 470人 479人 63コース 100％ 98.4％ 82.3％

短大 590人 346人 87コース 99.7％ 95.7％ 85.0％

※1「センター」＝ポリテクセンター新潟、「短大」＝ポリテクカレッジ新潟

訓練分類 計画コース数 実施コース数 計画定員 受講者数 設定コースの例

設計・開発 34 23 400人 145人 ＰＬＣ制御の応用技術

加工・組立 15 15 141人 99人
旋盤加工応用技術
（テーパ・ねじ加工編）

工事・施工 5 5 80人 31人 ＶＬＡＮ間ルーティング技術

検査 11 10 148人 119人 精密測定技術（長さ測定編）

保全・管理 11 7 115人 50人 生産現場の機械保全技術

教育・安全 4 3 55人 35人
製造現場で活用するコーチン
グ手法

計 80 63 939人 479人 －

（令和６年1月末時点）（2）センター訓練分野別内訳

（3）短大訓練分野別内訳

訓練分類 計画コース数 実施コース数 計画定員 受講者数 設定コースの例

設計・開発 85 47 740人 121人 機械設計のための総合力学

加工・組立 24 19 220人 74人 マイクロソルダリング技術

工事・施工 9 8 50人 96人 ＶＬＡＮ間ルーティング技術

検査 7 5 60人 28人
計測における信頼性（不確か
さ）の評価技術

保全・管理 12 7 120人 26人
製造業における生産プロセス
のＩｏＴ活用技術

教育・安全 5 1 50人 1人
製造現場で活用するコーチン
グ手法

計 142 87 1,240人 346人 －

（１）総括

１－２

レディーメイドとオーダーメイドのコース割合 受講者企業の従業員数規模

77%

23%

短大

レディーメイド オーダーメイド

87%

13%
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レディーメイド オーダーメイド
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※事業主団体及び個人からの申込者数は除く

（令和６年1月末時点）



学卒者訓練（専門課程）では、高等学校卒業者等を対象として２年間の高度職業訓練を行い専門的な知
識・技術・技能に加え一般教養も学びます。とくに、設計から製作までの一貫した技術・技能を身に付け
た実践技術者（テクニシャン・エンジニア）の育成を特色としています。

（１）令和５年度入校生（現１年生）

科 名
定員

(人)

応募者

数(人)

応募

倍率

合格者

数(人) ※

入校者数(人)

うち女性

生産技術科 20 13 0.65 14 12 1

電気エネルギー制御科 20 14 0.70 15 15 0

電子情報技術科 25 22 0.88 23 20 0

住居環境科 20 20 1.00 22 19 2

合 計 85 69 0.81 74 66 3

（２）令和４年度入校生（現２年生）

※系列校からの追加合格者を含む。応募倍率には追加合格者は含めない

科 名
定員

(人)

応募者

数(人)

応募

倍率

合格者

数(人) ※

入校者数(人)

うち女性

生産技術科 20 13 0.65 16 13 0

電気エネルギー制御科 20 10 0.50 12 11 0

電子情報技術科 25 17 0.68 24 17 0

住居環境科 20 21 1.25 23 21 6

合 計 85 65 0.76 75 62 6

３ 学卒者訓練

科 名
修了

予定者数(人)
進学

予定者数(人)
就職

希望者数(人)

就職内定者数(人)
進路決定率

県内 県外

生産技術科 12 4 8 6 2 100％

電気エネルギー制御科 10 2 8 7 1 100％

電子情報技術科 16 6 10 7 3 100％

住居環境科 21 6 15 11 4 100％

合 計 59 18 41 31 10 -

※求人企業数283社、求人数799人

就職目標95％以上

（4）令和５年度修了予定者の進学先

進 学 先 進学者数 進学科名（進学者数）

北陸職業能力開発大学校（富山） 10 生産技術科(4)、電気エネルギー制御科(1)、電子情報技術科(5)

関東職業能力開発大学校（栃木） ３ 住居環境科

北海道職業能力開発大学校 2 住居環境科

東北職業能力開発大学校（宮城） 1 住居環境科

東海職業能力開発大学校（岐阜） 1 電子情報技術科

四国職業能力開発大学校（香川） 1 電気エネルギー制御科

※表内数値の単位は「人」

（３）令和５年度修了予定者の進学・就職状況

機構１－3



生産性向上支援訓練は、生産管理、組織マネジメント、マーケティングなどあらゆる産業分野の生産性向上に効果的なカリ
キュラムにより、企業が生産性を向上させるために必要な知識などを習得する職業訓練です。
個別企業の課題に合わせてカリキュラムをカスタマイズして訓練コースを設定し、専門的な知見やノウハウを持つ民間機

関等と連携して実施しています。
また、７０歳までの就業機会の確保に向けた従業員教育「ミドルシニアコース」を開設し、中高年齢層の中堅・ベテラン

従業員に向けた技能・ノウハウ継承、リスクアセスメント、フォロワーシップによる組織力向上など生涯キャリア形成を支
援する訓練も行っています。令和４年度からは、現行のカリキュラムの中からDX（デジタルトランスフォーメーション）に
資する要素を含むコースを「DX対応コース」として選定し、中小企業等のDX人材育成を支援しています。
令和５年度からは、従業員のすき間時間にオンラインで効率的に訓練を実施したいというニーズに応え、ｅラーニング形

式で複数の訓練を定額で受講できる「サブスクリプション型生産性向上支援訓練」も実施しています。

企業の生産性向上に効果的な知識や技法を習得！

・生産管理、組織マネジメント、マーケティング、データ活用など、あらゆる産業分野の
生産性向上に効果的なカリキュラムを用意（全131コース(’23.11月現在)）

1

２

３

企業のニーズに合わせたオーダーメイドのコース設定が可能！

・自社会議室等を訓練会場とすることが可能（企業に講師を派遣します）

・実施日時や訓練時間も調整可能（訓練時間は4～30時間で設定）

※従業員１人からでも利用できるオープンコースも実施しています

受講しやすい料金設定！

・受講料は１人あたり2,200円～6,600円（税込）

・条件を満たす場合は国の助成金（人材開発支援助成金）を利用可能

４ 生産性向上支援訓練

（令和６年１月末時点。実施予定含む）
（１）令和５年度総括

機構１－4

全国実績
（累計） 受講者数

受講者評価
(業務への役立ち度)

243,642人 98.3 ％
82,355社利用した企業数

サブスクリプション型
訓練受講者数

（目標値30人）

２３

訓練実施方式

全体
（目標値920人）

うちミドルシニアコース
（目標値60人）

うちＤＸ対応コース
（目標値170人）

コース数 受講者数 コース数 受講者数 コース数 受講者数

オーダーコース（企業） ４５ ５５６ ５ ９８ ４ ４７

オーダーコース（事業主団体） ０ ０ ０ ０ ０ 0

オープンコース ４０ ５９３ ４ ７０ １３ １４１

事業取組団体方式 ２ ３６ ０ ０ ０ ０

合 計 ８７ １,１８５ ９ １６８ １７ １８８

受講者満足度 97.9％ 生産性向上等につながった旨の評価（事業主） 88.8％

受講者企業の従業員数規模割合 受講者企業の業種（産業分類）の割合目的別実施コース数の割合

生産・業務プ

ロセスの改善

23%

横断的

課題

40%

売上げ

増加

1%

ＩＴ業

務改善

36%

26%

41%

21%

7%

2% 3%

1～29人

30～99人

100～299人

300～499人

500～999人

1000人以上

51%

16%

13%

10%

1%
9% 製造業

サービス業

卸売・小売業

建設業

運輸業

その他



（令和６年１月末時点）

（3）令和５年度生産性向上支援訓練オーダーコース実施概要

（２）令和５年度生産性向上支援訓練オープンコース実施概要

機構１－5

目的 オープンコース名 実施回数 実施地域 平均受講率

生産・業務
プロセス
の改善

ものづくりの仕事の仕組みと生産性向上 ４
長岡市、三条市、魚沼市、上
越市

98.8％

DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進 ２ 新発田市、南魚沼市 47.5%

生産現場と問題解決 １ 三条市 105.0%

ＲＰＡを活用した業務効率化・コスト削減 1 長岡市 60.0%

ＩＴ新技術による業務改善 1 長岡市 60.0%

在庫管理システムの導入 １ 三条市 55.0%

ＩＴツールを活用した業務改善 １ 新発田市 50.0％

横断的課題

現場社員のための組織行動力向上 １ 長岡市 180.0%

職場のリーダーに求められる統率力の向上 1 長岡市 180.0％

後輩指導力向上と中堅・ベテラン従業員の役割 １ 三条市 165.0%

中堅・ベテラン従業員による組織の活性化のための相談技法 １ 新潟市 86.7%

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 1 長岡市 85.0％

事故を無くす安全衛生活動 1 新潟市 40.0%

職業能力の整理とノウハウの継承 1 長岡市 35.0%

ＩＴ業務改善

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 １１
新潟市、三条市、長岡市、十
日町市、上越市

141.8%

ピボットテーブルを活用したデータ分析 ４
新潟市、三条市、長岡市、十
日町市

107.5%

表計算ソフトを活用した統計データ解析 ２ 新潟市、長岡市 125.0%

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 ２ 新潟市、上越市 120.0%

表計算ソフトを活用した業務改善 １ 三条市 120.0%

相手に伝わるプレゼン資料作成 １ 新潟市 120.0%

効率よく分析するためのデータ集計 1 新潟市 90.0％

目的 オーダーコース名 実施回数 実施地域 総受講者数

生産・業務
プロセス
の改善

ものづくりの仕事の仕組みと生産性向上 ３ 三条市、柏崎市 32人

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進 １ 上越市 16人

品質管理実践 １ 小千谷市 12人

生産性分析と向上 １ 小千谷市 12人

横断的課題

成果を上げる業務改善 ５
五泉市、新潟市、見附市、上
越市

98人

現場社員のための組織行動力向上 ４ 三条市、柏崎市、十日町市 51人

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 ３ 見附市、長岡市 51人

職場のリーダーに求められる統率力の向上 ３ 三条市、見附市、小千谷市 45人

業務効率向上のための時間管理 2 小千谷市、十日町市 44人

後輩指導力向上と中堅・ベテラン従業員の役割 1 小千谷市 37人

災害時のリスク管理と事業継続計画 1 五泉市 18人

ムダを発見するための業務プロセスの見える化と業務改善 1 小千谷市 18人

継続雇用者のキャリア形成と管理者の役割 1 小千谷市 16人

効果的なＯＪＴを実施するための指導方法 1 十日町市 10人

ビジネスとSDGs（持続可能な開発目標）の融合 1 小千谷市 11人

売上増加 提案型営業手法 1 小千谷市 21人

ＩＴ業務改善

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 3 三条市、十日町市 31人

データベースを活用したデータ処理（基本編） １ 新潟市 14人

表計算ソフトを活用した業務改善 １ 十日町市 13人

ピボットテーブルを活用したデータ分析 １ 十日町市 6人

（令和６年１月末時点）



５ 令和６年度職業訓練計画

（１）令和６年度離職者訓練計画

機構１－6

区分／訓練科名 入所月（月） 計画定員 備考

離職者訓練 363人 （令和５年度384人）

標準コース 294人

CAD・NC科 5、8、11、2 60人（各15人） 12人減

金属加工科 6、9、12、3 48人（各12人） カリキュラムの一部変更

電気設備技術科 7、10、1 36人（各12人）
9人減
カリキュラムの一部変更

ビル設備科 4、7、10、1 60人（各15人）

住宅ＣＡＤ・リフォーム科 6、9、12、3 60人（各15人） カリキュラムの変更

スマート生産サポート科 8、2 30人（各15人） カリキュラムの一部変更

企業実習付きコース（短期デュアルコース） 39人

機械加工技術科 7、1 24人（各12人）

電気設備技術科 4 15人 カリキュラムの一部変更

導入訓練（橋渡し訓練） 5、7、8、11、1、2 30人

（２）令和６年度在職者訓練計画

①センター計画内訳 ②短大計画内訳

訓練分類
（分類コード）

計画コース数 計画定員

設計・開発
（A）

19 308人
（300人）

加工・組立
（B）

10 114人
（126人）

工事・施工
（C）

3 66人
（80人）

検査
（D）

7 153人
（153）

保全・管理
（X）

5 55人
（100人）

教育・安全
（Z）

2 65人
（45人）

計 40 761人
（804人）

訓練分類
（分類コード）

計画コース数 計画定員

設計・開発
（A）

68 6９0人
（740人）

加工・組立
（B）

22 220人
（220人）

工事・施工
（C）

5 50人
（50人）

検査
（D）

6 60人
（60人）

保全・管理
（X）

13 140人
（120人）

教育・安全
（Z）

5 50人
（50人）

計 119 1,2１0人
（1,240人）

目標値 ４９０人（４７０人） 目標値 ５９０人（５９０人）

※カッコ内は令和5年度の数 ※カッコ内は令和5年度の数



（３）令和６年度学卒者訓練計画

科 名 定員(人) 備考

生産技術科 20人

電気エネルギー制御科 20人

電子情報技術科 20人 5人減

住居環境科 20人

合 計 80人 令和５年度 85人

機構１－7

項目 目標値 備考

受講者数 980 人以上 令和５年度 920人以上

うちミドルシニアコース受講者数 60 人以上

うちＤＸ対応コース受講者数 230 人以上 60人増

うちサブスクリプション型訓練受講者数 30 人以上

受講者満足度 90 %以上

生産性向上等につながった旨の評価（事業主） 85 %以上

（４）令和６年度生産性向上支援訓練計画





（令和６年1月末時点）

区分／訓練科名（入所年度.月）
修了者
（人）

中退者／うち就職者
（人）

就職率 正社員就職率

離職者訓練 73 13 10 81.9％ 72.1％

標準コース 65 9 9 79.7％ 69.5％

CAD・NC科（R4.1） 4 0 0 100％ 75.0％

CAD・NC科（R5.5） 14 2 2 100％ 93.8％

金属加工科（R4.1） 4 0 0 100％ 100％

電気設備技術科（R4.1） 5 2 2 85.7％ 50.0％

ビル設備科（R4.1） 11 2 2 84.6％ 45.5％

ビル設備科（R5.4） 4 2 2 100％ 83.3％

住宅CAD・リフォーム科（R4.1） 11 0 0 54.5％ 66.7％

スマート生産サポート科（R4.1） 12 1 1 46.2％ 33.3％

企業実習付きコース
（短期デュアルコース）

8 4 1 100％ 88.9％

機械加工技術科（R4.1） 3 1 0 100％ 100％

電気設備技術科（R5.4） 5 3 1 100％ 83.3％

（令和６年1月末時点、導入訓練を除く）

訓練科名 入所月

入所状況

定員
（人）

応募者
（人）

応募倍率
入所者
（人）

入所率うち
女性（人）

ＣＡＤ・ＮＣ科

５月 18 16 88.9% 16 9 88.9%

8月 18 12 66.7% 9 3 50.0%

11月 18 9 50.0% 8 2 44.4%

小 計 54 37 68.5% 33 14 61.1%

金属加工科

6月 12 7 58.3% 6 3 50.0%

9月 12 6 50.0% 5 0 41.7%

12月 12 2 16.7% 2 0 16.7%

小 計 36 15 41.7% 13 3 36.1%

電気設備技術科

７月 15 9 60.0% 8 1 53.3%

10月 15 6 40.0% 6 0 40.0%

1月 15 3 20.0% 3 0 20.0%

小 計 45 18 40.0% 17 1 37.8%

ビル設備科

４月 15 6 40.0% 6 0 40.0%

７月 15 20 133.3% 15 0 100.0%

10月 15 14 93.3% 14 2 93.3%

1月 15 9 60.0％ 5 0 33.3％

小 計 60 49 81.7% 40 2 66.7%

住宅CAD・リフォーム科

6月 15 15 100.0% 15 8 100.0%

9月 15 14 93.3% 14 6 93.3%

12月 15 13 86.7％ 13 4 86.7%

小 計 45 42 93.3% 42 18 93.3%

スマート生産サポート科 8月 15 9 60.0% 9 2 60.0%

小 計 15 9 60.0% 9 2 60.0%

機械加工技術科（DS）
７月 12 5 41.7% 5 0 41.7%

1月 12 5 41.7％ 5 0 41.7％

小 計 24 10  41.7% 10 0 41.7%

電気設備技術科（DS） ４月 15 8 53.3% 8 1 53.3%

小 計 15 8 53.3% 8 1 53.3%

合 計 294 188 63.9% 172 41 58.5%

（１）令和５年度離職者訓練 入所関連項目

（２）令和５年度離職者訓練 修了・就職関連項目

令和５年度離職者訓練実績（ポリテクセンター新潟）

KTHKPA
c





1 ４月 精密測定技術（長さ測定編） レディ 15 17 4/12,13 12

2 ステンレス鋼のＴＩＧ溶接技能クリニック レディ 10 5 4/15,16 12

3 有接点シーケンス制御の実践技術 レディ 10 3 4/18,19,20 18

4 電気設備の総合的設計技術 レディ 20 12 4/19,20,21 18

5 実践機械製図（各種投影法・寸法記入編） レディ 12 16 4/19,20,21 18

6 実践機械製図（各種投影法・寸法記入編） オーダー 15 12 4/25.26,27 18

7 実践的ＰＬＣ制御技術 レディ 10 2 4/26,27 12

8 ５月 ＶＬＡＮ間ルーティング技術 レディ 10 3 5/10,11 12

9 ＮＣ旋盤プログラミング技術 オーダー 15 12 5/11,12,15,16 12

10 実践的ＰＬＣ制御技術 レディ 10 3 5/17,18 12

11 精密測定技術（長さ測定編） レディ 15 16 5/17,18 12

12 鉄骨構造物の精度・検査技術（鉄骨製品精度測定編） オーダー 22 24 5/19,20 14

13 有接点シーケンス制御の実践技術 レディ 10 7 5/23,24,25 18

14 ６月 NC旋盤プログラミング技術 オーダー 5 5 5/16,23,24   6/1,2 24

15 実践機械製図 オーダー 15 12 5/29.30,31,6/1 24

16 実践的ＰＬＣ制御技術 レディ 10 7 6/6,7 12

17 精密測定技術（長さ測定編） レディ 15 15 6/7,8 12

18 ５Ｓによるムダ取り・改善の進め方 レディ 15 12 6/8,9 12

19 有接点シーケンス制御の実践技術 レディ 10 3 6/13,14,15 18

20 旋盤加工技術（外径・内径加工編） レディ 10 9 6/13,14,15,16 24

21 鉄骨建築溶接接合部の施工管理・検査技術 オーダー 10 3 6/17,18 14

22 精密測定技術（長さ測定編） レディ 15 15 6/27,28 12

23 ７月 半自動アーク溶接技能クリニック レディ 15 1 7/1,2 12

24 生産現場の機械保全技術 レディ 10 19 7/3,4 12

25 一般用電気工作物の施工技術 レディ 20 10 7/4,5,6,7 24

26 電気工作物の施工管理技術 レディ 20 11 7/15,16 12

27 フライス盤加工技術 オーダー 5 5 7/18,20,25,27 24

28 在来木造住宅設計実践技術 レディ 12 1 7/22,23 12

29 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＪＷ－ＣＡＤ編） レディ 12 1 7/29,30 12

30 ８月 精密測定技術（長さ測定編）　　（後期） レディ 15 9 8/8.9 12

31 TIG溶接技能クリニック　（後期） オーダー 5 5 8/18.31 12

32 機械設計のための総合力学 レディ 12 9 8/23,24,25 18

33 ９月 設計・施工管理に活かす溶接技術（オンライン・実技併用コース）レディ 12 8 8/22,24,29,9/1(実技) 15

34 マシニングセンタプログラミング技術 レディ 12 15 8/29,30,31,9/1 24

35 ロボットシステム設計技術（ロボットシステム導入編） レディ 12 11 9/6,7 12

36 ２次元ＣＡＤによる機械製図技術（機械部品製図編） レディ 12 5 9/6,7,8 18

37 生産性向上を目指した生産管理手法 レディ 15 8 9/7,8 12

38 実践機械製図 レディ 12 10 9/12,13,14,15 24

39 ＮＣ旋盤プログラミング技術 レディ 12 10 9/19,20,21,22 24

40 シーケンス制御による電動機制御技術 レディ 10 6 9/20,21 12

41 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（ＪＷ－ＣＡＤ編） レディ 12 2 9/23,24 12

42 フライス加工の理論と実際 レディ 12 6 9/27,28 12

43 １０月 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術（AUTOCAD編） レディ 10 1 10/21.22 12

44 有接点シーケンス制御の実践技術 レディ 10 9 10/4,5,6 18

45 シーケンス制御による電動機制御技術　（後期） レディ 10 4 10/11.12 12

46 精密測定技術（精度管理編） レディ 10 11 10/18,19 12

47 実践的ＰＬＣ制御技術　（後期） レディ 10 6 10/18.19 10

48 旋盤加工応用技術（テーパ・ねじ加工編） レディ 10 4 10/24,25,26,27 24

49 ＰＬＣ制御の応用技術　（後期） レディ 10 2 10/25.26 12

50 超音波探傷技術による欠陥評価 オーダー 6 4 10/27.28 15

訓練時間

【在職者訓練（ポリテクセンター新潟）】

令和５年度在職者訓練実績状況　　
令和６年１月末現在

No 月 コース名 形式 定員 受講者数 期間

KTHKPA
c



51 １１月 計測における信頼性（不確かさ）の評価技術 レディ 10 5 10/31,11/1 12

52 ５Ｓによるムダ取り・改善の進め方 レディ 15 11 11/8,9 12

53 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術 レディ 12 2 11/11,12 12

54 ＰＬＣによるタッチパネル活用技術 レディ 10 9 11/14,15 12

55 設計に活かす３次元ＣＡＤソリッドモデリング技術 レディ 12 5 11/14,15,16 18

56 製造現場で活用するコーチング手法　（後期） レディ 10 12 11/21.22 15

57 アルミニウム合金のＴＩＧ溶接技能クリニック レディ 10 2 11/29,30 12

58 １２月 フライス盤加工技術 レディ 6 7 11/28,29,30,12/1 24

59 一般用電気工作物の施工技術 レディ 20 6 12/5,6,7,8 24

60 ステンレス鋼のＴＩＧ溶接技能クリニック レディ 10 5 12/9,10 12

61 実践的ＰＬＣ制御技術 レディ 10 5 12/13,14 12

62 ＰＬＣ制御の応用技術　（後期） レディ 10 1 12/19.20 12

63 １月 ＶＬＡＮ間ルーティング技術 レディ 10 1 1/16,17 12

64 ＰＬＣによるタッチパネル活用技術　（後期） レディ 10 2 1/30.31 12

合計 757 479



【生産性向上支援訓練】

目的 分野 コース 形式 地域 定員
受講
者数

期間 時間数

生産現場の問題解決 オープン 三条市 20 21 9月20日 6

在庫管理システムの導入 オープン 三条市 20 11 11月8日 6

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 企業ニーズ 三条市 12 12 12月1日、8日 6

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オープン 長岡市 20 17 4月18日 6

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オープン 三条市 20 21 5月18日 6

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オープン 魚沼市 20 29 6月9日 6

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 オープン 上越市 20 12 7月26日 6

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 企業ニーズ 柏崎市 10 10 8月4日、8日、10日 6

ものづくりの仕事のしくみと生産性向上 企業ニーズ 柏崎市 10 10 10月11日、12日、13日 6

生産性分析と向上 企業ニーズ 小千谷市 12 12 12月6日 6

原価管理とコストダウン 企業ニーズ 新潟市 10 2月6日、13日、20日 6

生産現場の問題解決 企業ニーズ 小千谷市 12 2月7日 6

品質管理実践 企業ニーズ 小千谷市 12 12 6月13日 6

品質管理実践 企業ニーズ 上越市 10 2月19日 6

DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進 オープン 新発田市 20 10 8月8日 6

DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進 オープン 南魚沼市 20 9 10月26日 6

ＩＴ新技術による業務改善 オープン 長岡市 20 12 11月6日 6

ＩＴツールを活用した業務改善 オープン 新発田市 20 10 11月7日 6

ＲＰＡを活用した業務効率化・コスト削減 オープン 長岡市 20 12 11月15日 6

DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進 企業ニーズ 上越市 10 16 1月22日 6

職場のリーダーに求められる統率力の向上 企業ニーズ 三条市 12 22 6月6日 6

現場社員のための組織行動力向上 オープン 長岡市 20 36 6月14日 6

職場のリーダーに求められる統率力の向上 オープン 長岡市 20 36 6月21日 6

現場社員のための組織行動力向上 企業ニーズ 三条市 12 18 7月1日 6

現場社員のための組織行動力向上 企業ニーズ 柏崎市 11 11 7月11日、12日、13日 6

業務効率向上のための時間管理 企業ニーズ 小千谷市 30 34 7月26日 7

業務効率向上のための時間管理・成果を上げる業務改善・職場のリーダーに求められる統率力の向上 サブスクリプション － － 3 8月1日～9月30日 12

ビジネスとＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の融合 企業ニーズ 小千谷市 12 11 8月10日 6

現場社員のための組織行動力向上 企業ニーズ 十日町市 10 10 8月18日 6

業務効率向上のための時間管理 企業ニーズ 十日町市 10 10 8月21日 6

成果を上げる業務改善 企業ニーズ 見附市 10 19 9月15日 6

災害時のリスク管理と事業継続計画 企業ニーズ 新潟市 20 20 10月6日 6

業務効率向上のための時間管理・成果を上げる業務改善・職場のリーダーに求められる統率力の向上 サブスクリプション － － 9 10月16日～12月15日 12

職場のリーダーに求められる統率力の向上 企業ニーズ 小千谷市 14 13 10月17日 6

成果を上げる業務改善 企業ニーズ 見附市 20 19 10月18日 6

ムダを発見するための業務プロセスの見える化と業務改善 企業ニーズ 小千谷市 30 18 10月25日 7

業務効率向上のための時間管理・成果を上げる業務改善・職場のリーダーに求められる統率力の向上 サブスクリプション － － 6 11月1日～12月31日 12

事故を無くす安全衛生活動 オープン 新潟市 15 6 11月1日 15

成果を上げる業務改善 企業ニーズ 五泉市 10 10 11月9日 6

現場社員のための組織行動力向上 企業ニーズ 柏崎市 10 12 11月13日、14日、15日 6

プロジェクトマネジメントにおけるリスク管理 企業ニーズ 新潟市 20 16 11月14日 6

災害時のリスク管理と事業継続計画 企業ニーズ 五泉市 10 18 11月15日 6

業務効率向上のための時間管理・成果を上げる業務改善・職場のリーダーに求められる統率力の向上 サブスクリプション － － 5 11月16日～1月15日 12

成果を上げる業務改善 企業ニーズ 新潟市 34 35 11月18日 6

継続雇用者のキャリア形成と管理者の役割 企業ニーズ 小千谷市 30 16 11月24日 7

職場のリーダーに求められる統率力の向上 企業ニーズ 見附市 11 10 11月30日 6

令和５年度生産性向上支援訓練実績状況

令和6年1月末現在
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【生産性向上支援訓練】

目的 分野 コース 形式 地域 定員
受講
者数

期間 時間数

令和５年度生産性向上支援訓練実績状況

令和6年1月末現在

成果を上げる業務改善 企業ニーズ 上越市 10 15 12月5日、12日、19日 6

管理者のための問題解決力向上 企業ニーズ 村上市 10 12月9日、1月11日、2月13日 6

業務効率向上のための時間管理・成果を上げる業務改善・職場のリーダーに求められる統率力の向上 サブスクリプション － － 12月16日～2月15日 12

業務効率向上のための時間管理 企業ニーズ 三条市 10 2月15日 6

現場社員のための組織行動力向上 企業ニーズ 柏崎市 10 3月12日、13日、14日 6

効果的なＯＪＴを実施するための指導方法 企業ニーズ 十日町市 10 10 7月14日 6

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 企業ニーズ 見附市 10 17 7月27日 6

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 企業ニーズ 見附市 10 18 8月31日 6

後輩指導力向上と中堅・ベテラン従業員の役割 企業ニーズ 小千谷市 30 37 9月20日 7

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 オープン 長岡市 20 17 10月4日 6

職業能力の整理とノウハウの継承 オープン 長岡市 20 7 10月24日 6

中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成 企業ニーズ 長岡市 16 16 11月6日、14日 6

中堅・ベテラン従業員による組織の活性化のための相談技法 オープン 新潟市 15 13 11月22日 6

後輩指導力向上と中堅・ベテラン従業員の役割 オープン 三条市 20 33 12月7日 6

売上
増加

営業・販売 提案型営業実践 企業ニーズ 小千谷市 30 21 6月8日 7

横
断
的
課
題

組織マネジメント

生涯キャリア形成



【生産性向上支援訓練】

目的 分野 コース 形式 地域 定員
受講
者数

期間 時間数

令和５年度生産性向上支援訓練実績状況

令和6年1月末現在

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 十日町市 10 11 4月7日 6

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 企業ニーズ 十日町市 10 10 4月12日 6

ピボットテーブルを活用したデータ分析 企業ニーズ 十日町市 10 6 4月18日 6

効率よく分析するためのデータ集計 オープン 新潟市 10 9 5月16日 6

表計算ソフトを活用した業務改善 オープン 三条市 10 12 5月25日 6

ピボットテーブルを活用したデータ分析 オープン 三条市 10 11 6月20日 6

表計算ソフトを活用した業務改善 企業ニーズ 十日町市 10 13 7月10日 6

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 企業ニーズ 十日町市 10 7 8月4日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 三条市 10 16 8月9日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 十日町市 10 16 8月9日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 十日町市 10 18 9月11日 6

ピボットテーブルを活用したデータ分析 オープン 長岡市 10 13 9月12日 6

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 オープン 新潟市 10 12 9月21日 6

表計算ソフトを活用した統計データ解析 オープン 長岡市 10 15 9月21日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 三条市 10 15 10月11日 6

ピボットテーブルを活用したデータ分析 オープン 新潟市 10 9 10月12日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化（応用編） オープン 十日町市 10 16 10月16日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 上越市 10 13 11月14日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 新潟市 10 12 11月16日 6

表計算ソフトを活用した統計データ解析 オープン 新潟市 10 10 12月6日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 長岡市 10 13 12月12日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 長岡市 10 13 12月13日 6

ピボットテーブルを活用したデータ分析 オープン 十日町市 10 10 12月15日 6

表計算ソフトのマクロによる定型業務の自動化 オープン 長岡市 10 13 12月19日 6

データベースを活用したデータ処理（基本編） 企業ニーズ 新潟市 10 14 12月22日 6

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 オープン 上越市 10 12 1月23日 6

業務に役立つ表計算ソフトの関数活用 企業ニーズ 三条市 10 14 1月16日 6

相手に伝わるプレゼン資料作成 オープン 新潟市 10 12 7月13日 6

相手に伝わるプレゼン資料作成 企業ニーズ 新潟市 14 2月21日 7

相手に伝わるプレゼン資料作成 企業ニーズ 新潟市 14 2月22日 7

相手に伝わるプレゼン資料作成 企業ニーズ 新潟市 10 2月27日 7

1,228 1,18587コース（計画を含む ）合計（サブスクリプション形式の数を除く）

Ｉ
Ｔ
業
務
改
善

データ活用

情報発信
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令和６年度 新潟県地域職業訓練実施計画（案） 

                             令 和 ６ 年 ３ 月 ５ 日 

                              新 潟 県  

                          （独）高齢・障害・求職者 

                          雇 用 支 援 機 構 新 潟 支 部                                

新 潟 労 働 局 

第１ 総説 

１ 計画のねらい 

   産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地

位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働

者の適応性を増大させ、及び転職に当たっての円滑な再就職に資するよう、労働者に対して

適切な職業能力開発を行う必要がある。 

   このため、職業能力開発促進法（以下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき

設置する公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実施する

職業訓練（能開法第 15条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」と

いう。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の

就職の支援に関する法律（以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労

働大臣の認定を受けた職業訓練（以下、「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることによ

り、労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

   本計画は、新潟県内の現下の雇用失業情勢等及び国で策定する総合的な職業訓練実施計画

を踏まえ、本計画の対象期間（以下、「計画期間」という。）中における公共職業訓練及び求

職者支援訓練（以下、「公的職業訓練」という。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職

業訓練の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

   また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、新潟労働局、ハローワーク、地

方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な職業訓練の実施を図るものとす

る。 

２ 計画期間 

   計画期間は、令和６年４月 1日から令和７年３月 31日までとする。   

３ 計画の改定 

   本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向と課題等 

１ 労働市場の動向と課題等 

   新型コロナウイルス感染症の５類移行（令和５年５月）により、多くの産業で求人活動が

活発化し有効求人倍率の改善が見られるが、一方足元の令和５年 12月現在では中国経済の回

復の遅れ、原材料価格の上昇などの影響により製造業等で求人を手控える動きも見られ、雇

用情勢は改善の動きにやや足踏み感がみられる。  

KTHKPA
a
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また、新潟県は出生数の減少等に伴う人口の自然減や若年層の進学や就職を理由とした県

外への転出超過が続いており、全国を上回るペースで少子高齢化が進行している。加えて、

デジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ」という。）の進展といった大きな変革の

中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上のために必要となる人材の

確保、育成が求められているものの、企業規模等によってはデジタル推進人材の不足からＤ

Ｘの進展への対応に遅れがみられている。  

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の

機会を確保・提供することが重要である。 

特に、職業訓練におけるデジタル分野（ＩＴ分野とＷＥＢデザイン分野）の重点化を進め、

訓練コースを拡充させることにより、県内企業の人材確保等を支援する必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況（令和５年 12月末現在）     

区分 

令和 5年度 令和 4年度受講者 

受講者数 
前年 

同期比 
就職率※ 増減 

公 

共 

職 

業 

訓 

練 

離職者 

訓練 

テクノスクール（県） 
委託 1,081人 86.1％ 75.7％ 0.3P 

施設内 137人 111.4％ 83.5％ 0.4P 

ポリテクセンター（機構） 施設内 204人 105.7％ 85.6％ 6.3P 

障害者 

訓練 
テクノスクール（県） 

委託 40人 105.3％ 67.5％ ▲18.2P 

施設内 6人 120.0％ 100.0％ 8.3P 

在職者 

訓練 

テクノスクール（県） 1,104人 79.7％   

機構 855人 114.6％   

学卒者 

訓練 

テクノスクール（県） 212人 88.0％   

ポリテクカレッジ（機構） 126人 101.6％   

求職者 

支援訓練 

基礎コース   52人 520.0％ 70.0％   8.1P 

実践コース  298人 92.0％ 55.1％  ▲4.1P 

※就職率は令和 4年度中に開講したコースを修了した者の３ヶ月後の就職率 

 

第３ 計画期間中の公的職業訓練の実施方針  

 【P13 第 1回協議会決定「令和 6年度新潟県訓練計画策定方針」参照】 

令和４年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

①  就職率が高く、応募倍率が低い分野（「製造分野」）があること 

②  応募倍率が高く、就職率が低い分野（「デジタル分野」）があること 

③  求職者支援訓練のうち基礎コースは令和４年度計画では認定規模の 20％程度として
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いたが、実績は 8.8％であること 

④  デジタル人材が質・量とも不足しているため、デジタル分野におけるコース設定が必

要であること 

といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施す

る。 

① については、開講時期の柔軟化、受講申込締切日から受講開始日までの期間の短縮、 

効果的な周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

② については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容の検討を行う。また、受講者のニー 

  ズに沿った適切な訓練を勧奨できるようハローワーク訓練窓口職員の知識の向上や事前説明  

  会・見学会の機会確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了 

  者歓迎求人等の確保に取り組む。 

③については、就労経験の少ない者や、様々な理由で就労にブランクのある者に対して有

効であり、一定のニーズがあるため、実態を踏まえた計画の設定を行う。 

④については、訓練のデジタル分野への重点化を進め、ＷＥＢデザイン分野では応募倍率

が 100％を超えているコースも多いことを踏まえて計画数を設定する。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

   令和６年度地方職業能力開発実施計画策定方針（都道府県）に基づき、新潟労働局から提

供される求人・求職状況等や効果的なマッチングを勘案した求職者の訓練ニーズ、県の産業

施策及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部の計画を踏まえ、公的職業訓練の

訓練定員を設定する。    

１ 離職者に対する公的職業訓練    

（１）離職者訓練のうち施設内訓練の対象者数等 

  ア 対象者数及び就職率に係る目標 

（ア） 県立職業能力開発校（以下、県立テクノスクールという。）実施分については、定員

を 255人とし、目標就職率を 80.0％とする。 

 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 125 
DS自動車整備科・溶接科・ビル設備管理科・メカニカ
ルベーシックコース・個人開業基本コース 

上越テクノスクール 80 
溶接科・木造建築科・ビジネススタッフ科・電気設備
工事コース 

三条テクノスクール 50 溶接科 

合 計 255  
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（イ） （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分については、定員を 363人と

し、目標就職率：82.5％とする。 

校 名 定員 科 目 名 

ポリテクセンター新潟 363 
テクニカルオペレーション科・（DS）機械加工技術科・

金属加工科・住宅リフォーム技術科・ビル管理技術科・

電気設備技術科・スマート生産サポート科 など 

 

イ 施設内訓練の内容及び留意事項 

離職者や転職者を対象に民間教育訓練機関等では実施が困難な「ものづくり分野」を中

心として、地域の人材ニーズに応じた訓練コースを設定し、再就職に必要な技能・技術、

関連知識を習得するための職業訓練を実施する。 

また、若年求職者等に対しては座学や実習の訓練と企業実習を組み合わせた日本版デュ

アルシステム（以下「ＤＳ」という。）訓練を実施し、早期の安定就労への移行を支援する。 

（２）離職者訓練のうち委託訓練の対象者数等 

ア 対象者数及び就職率に係る目標 

  県立テクノスクール実施分については、定員を 2,790人とし、目標就職率を 80.0％（高

年齢者（55歳以上）を 70.0％、女性を 85.0％）、デジタル分野の訓練修了者の就職者数を

200人とする。 

訓練コース 定員 訓練内容 実施校 

短期委託訓練 2,035 事務系、介護系、デジタル系、ものづくり系 
新潟・上越・

三条・魚沼 

ｅラーニングコース 50 在宅訓練によるデジタル系等 未定 

長期高度人材育成コース 160 
情報、介護福祉士、保育士、建設、調理師、製

菓、美容師 

新潟・上越・

三条 

育児等両立再就職支援 

コース 
90 

育児や介護等に配慮し、１日当たりの訓練時

間を通常より短く設定して実施し、ライフス

テージに合わせた再就職を支援 

新潟・上越・

三条 

中高年齢者再就職支援 

コース 
90 

中高年齢者を対象に通常コースより緩やかな

ペースで訓練を実施するとともに、キャリア

に応じた就職支援を行う 

新潟・上越・

三条 

誘致企業向け訓練 35 誘致企業に対応した訓練 未定 

日本版デュアルシステム 300 就職氷河期世代を含む若年求職者向け訓練 
新潟・上越・

三条・魚沼 

介護人材育成訓練 30 
福祉施設等を訓練の施設とみなして職業訓練

を実施し、介護職員初任者研修を実施 
未定 

合 計 2,790   

 



5 

イ 委託訓練の内容と留意事項 

民間教育機関を活用し、事務、デジタル、介護など多様な分野の職業訓練を短期の基礎

レベルから長期の応用・高度（２か月～２年間）まで段階的かつ機動的に実施するととも

に、デジタル化の進展への対応のため、デジタル分野の職業訓練のメニューを充実する。 

また、持続可能な地域社会の実現に向けて、福祉施設等との連携により民間教育訓練機

関のない地域においても職業訓練を実施することができる仕組みづくりを図る（介護人材

育成訓練）。 

① 訓練のコース等の設定について 

・事務系、介護系、デジタル系、ものづくり系、建設系のコースを設定する。 

   ② 令和６年度公共職業訓練（委託訓練）の訓練規模の目安数 

    ・訓練定員は全体で 2,660人程度とする。 

    ・うちデジタル分野は 660人とする。 

 ・うち長期高度人材育成コースは 80人とする。 

③ 受講者ニーズに配慮したコース設定について 

・育児や介護等に従事する時間に配慮し、１日当たりの訓練時間を通常よりも短く設定

した育児等両立再就職支援コースを設定する。 

・中高年齢者を対象に、通常のコースより緩やかなペースで訓練を実施し、キャリアに

応じた就職支援を行う中高年齢者再就職支援コースを設定する。 

④ 就職氷河期対策枠について 

    ・不安定就労を繰り返す若年求職者等の雇用の安定化を支援するため、日本版デュアル

システム訓練を設定する。 

⑤ 受講優先枠について 

・訓練受講の入校選考において、一定の合格ラインを超えていれば、合格者として優先

的に受講できる優先枠を設定する。 

・対象となる優先枠は、ひとり親家庭の親、高校、大学等を卒業後３年以内の学卒未就

職者、新型コロナウイルス感染症の影響による離職者とする。 

⑥ 訓練未実施地域でのコースの設定について 

・福祉施設等を公共職業訓練の実施施設として認定し、ＯＪＴと通信講座により介護職

員初任者研修課程の取得を目指す訓練コースを設定する。 

（３）求職者支援訓練の対象者数等 

ア 対象者数及び就職率に係る目標 

    非正規雇用労働者や自営廃業者等の雇用保険の基本手当を受けることができない者に対

する雇用のセーフティーネットとしての機能が果たせるよう 610 人程度に訓練機会を提供

するため、訓練認定規模 813人を上限とする。 

    また、雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％、実践コースで 63％を目指す。 
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区 分 訓練規模（人）【前年】 比率（％） 

合 計 813【882】  

基礎コース 163【176】 20.0 

実践コース 650【706】 80.0 

 

全国共通重点分野 382【390】 

 

 介 護 系 77【85】 

 医療事務系 123【135】 

 デジタル系 182【170】 

その他 268【316】 

    ※ 上記認定規模については、原則としてコース及び分野ごとの上限とする 

イ 求職者支援訓練の内容及び留意事項 

    求職者支援訓練については、基本的能力を取得する基礎コースの割合を 20.0%、基礎的能

力から実践的能力までを一括して習得する実践コースを 80.0％とする。 

    その際、成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点を置くとともに、地域

における産業の動向や人材ニーズを踏まえたものとする。 

育児中の女性等で再就職を目指す者、未就職のまま卒業することとなった新卒者やコミ

ュニケーション能力等の課題を有する生活困窮者、さらには短時間労働者等不安定な就労

者、就職氷河期世代の者のうち不安定な就労についている者や無業状態の者など、対象者

の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定にも努めることとする。   

    ① 職業訓練のコース等の設定について 

・実践コースについては、全国共通重点分野として、介護系、医療事務系、デジタル

系を設定する。 

     ・上記訓練規模にかかわらず認定コースの定員数が少なかった場合の繰越分及び中止

コースの繰越分については、第４四半期（必要により第３四半期含む）において基礎・

実践間の振替や実践コースの他分野への振替を可能とする。 

② 職業訓練枠について 

     ・新規参入枠は、基礎コース 30％、実践コース 10％を上限とする。ただし、認定単

位期間の実績枠に余剰人員が発生した場合は、同一認定単位期間内で新規枠に振り替

えることも可能とする。 

     ・ｅラーニングコースについては、同一認定単位期間の実践コースの定員の 10％を

上限とする。                      

③  地域ニーズ枠について 

      特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓練を設定することができる。地域ニ

ーズ枠の設定に当たっては、公共訓練（委託訓練）の地域、規模、分野、時期などを踏
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まえて設定することができる。ただし、訓練認定規模の 20％以内とする。 

      また、地域ニーズ枠は別枠として、全てを新規参入とすることができる。 

    ④ 就職氷河期対策枠について 

      就職氷河期世代を含めた安定就労を目指す者への対策として、訓練期間や訓練時間

を緩和したコースを設定することができる。 

      また、就職氷河期対策コースは別枠として、すべてを新規参入とすることができる。 

    ⑤ 訓練の認定について 

     実践コースの全国共通重点分野において訓練コースが認定されなかった場合の余剰

定員については、同一認定単位期間の「その他」分野への振替をすることができる。 

      申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は次のとおりとする。 

     ・新規参入枠は職業訓練の計画提案等が良好なものから認定する。 

     ・実績枠は求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

    ⑥ 認定単位期間 

      四半期ごとに求職者支援訓練を認定することとする。 

    ⑦ 認定申請等について 

       認定単位ごとの定員数及び認定申請受付期間については、新潟労働局及び（独）

高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部のホームページで周知する。 

（４）職業訓練の効果的な実施のための取組 

    訓練効果を把握・検証し、訓練カリキュラム等の改善を図るため、新潟県地域職業能力

開発促進協議会の元に新潟労働局、新潟県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援

機構新潟支部を構成員とするワーキンググループを設置する。 

ワーキンググループでは、適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練

コースについて、訓練修了者や採用企業からのヒアリングを行って把握・検証する。 

２ 在職者訓練の対象者数等 

 （１）県立テクノスクール実施分 

     本県の産業政策と連携し、地域企業の人材育成ニーズに応じた在職者の幅広い知識、

技術や技能の習得を支援する。実施に当たり、中小企業等のニーズに応じたオーダーメ

イド訓練や指導員の出張型訓練、高度技能者の派遣訓練など、企業支援の充実を図る。 

     また、デジタル分野については、様々な手法（集合コース、オンライン及びｅラーニ

ング）を取り入れ、企業の要望や在職者のライフスタイルに柔軟に対応することにより、

在職者のリスキリングを支援する。 

     定員を 2,440人とし、目標受講者数を 1,505人とする。 

校 名 定員 科目名等 

新潟テクノスクール 640 

新入社員教育コース・技能検定等試験対策

コース・高度技能習得コースなど 
上越テクノスクール 350 

三条テクノスクール 480 
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魚沼テクノスクール 180 

デジタル人材リスキリング支援事

業 
790 デジタル分野に関する、基礎知識や実業務

に直結する実践的な基礎技能を習得するコ

ースなど（集合、オンライン及びｅ-ラーニ

ング）  
デジタル技術基礎コース 610 

ITスキルアップコース 180 

合 計 2,440  

 

 （２）（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分 

     在職者を対象とし、地域の人材育成ニーズや時代の変化に対応し、ものづくり分野に

特化して、ポリテクカレッジ新潟及びポリテクセンター新潟において技能・技術の向上

を図る職業訓練を実施する。 

校 名 定員 科 目 名 

ポリテクカレッジ新潟 1,210 精密測定技術・３次元ＣＡＤを活用したソリッドモ

デリング技術・ＰＬＣによるＦＡネットワーク構築

技術・センサを活用した IoTアプリケーション開発

技術・ＢＩＭを用いた建築設計技術 など ポリテクセンター新潟 761 

合 計 1,971  

３ 学卒者訓練の対象者数等 

 （１）県立テクノスクール実施分 

     本県産業の基幹を担うものづくり分野において、技能・技術を継承する人材の育成・

確保に資する職業訓練（期間：１年または２年）を実施する。 

      定員を 340人とし、目標就職率を 100％とする。 

 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 75 精密機械加工科・電気システム科 

上越テクノスクール 90 自動車整備科・メカトロニクス科 

三条テクノスクール 120 メカトロニクス科・工業デザイン科・生産システム科 

魚沼テクノスクール 55 
電気施設科・建築施工科（木造建築科とエクステリア

左官科を統合し令和５年度より設置） 

合 計 340  
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 （２）（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部実施分 

     ポリテクカレッジ新潟において、高校卒業者等を対象とした“ものづくり”に対応で

きる高度な知識と技能・技術を兼ね備えた実践技術者（テクニシャン・エンジニア）の

育成を行う。  

     定員を 165人とし、目標就職率を 95％とする。 

校 名 定員 主なコース 

ポリテクカレッジ新潟 165 
生産技術科・電気エネルギー制御科・電子情報技術

科・居住環境科 

４ 障害者訓練の対象者数等 

  県立テクノスクールにおいて実施する。 

（１）施設内訓練に係る規模と分野 

     社会経験の少ない若年者に対し、社会生活指導を重点に、複数スキルを習得し、就職

を目指す訓練を実施する。 

     定員を 20人とし、目標就職率を 70.0％（障害者訓練全体）とする。 

校 名 定員 主なコース 

新潟テクノスクール 20 総合実務科 

 （２）委託訓練に係る規模と分野 

     労働局及び県福祉保健部や教育庁と連携し効果的な訓練となるよう努めるとともに、

求人求職ニーズを的確に捉え、資格取得を目指す介護系訓練や障害特性を踏まえた精神

障害者向け職業訓練、マッチング効果の高い実践能力習得訓練コースの充実など魅力あ

るカリキュラムを実施し受講者の拡大を図る。 

     定員を 160人とし、目標就職率を 70.0％（障害者訓練全体）とする。 

校 名 定員 科 目 名 

新潟テクノスクール 74 

知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース、

ｅラーニングコース 

上越テクノスクール 38 

知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース 

三条テクノス

クール 

三条地域 38 
知識・技能習得訓練コース、知識・技能習得訓練コ

ース（障害者向け日本版デュアルシステム）、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早期訓練コース 

魚沼地域 10 実践能力習得訓練コース 

合 計 160  
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第５ その他、公的職業訓練以外の人材育成事業 

 １ 地域リスキリング推進事業（市町村） 

（１） 全体方針 

中小企業や介護分野の事業者等、地域に必要な人材確保のため、デジタル・グリーン 

   等成長分野に関するリスキリングの推進に資する事業を、市町村において実施する。 

（２） 主要事業 

別紙２ 地域リスキリング推進事業一覧のとおり 

（３） その他 

本事業の実施状況等については、本協議会に報告する。 

 

２ 生産性向上人材育成支援センターにおける人材育成支援 

   中小企業等における労働生産性向上のための総合的な支援を行うとともに、当該支援を実

施する中で把握した生産性向上に関する課題等に対応した訓練を実施するため、（独）高

齢・障害・求職者雇用支援機構新潟支部に生産性向上人材育成支援センター（以下、「支援

センター」という。）を設置している。 

   支援センターでは、中小企業等に対する支援業務を拡充し、生産性向上のための人材育成

を総合的（在職者訓練、生産性向上支援訓練、職業訓練指導員の派遣等）に支援する。 

   また、同センター内に「中小企業等ＤＸ人材育成支援コーナー」を設置し、中小企業から

のＤＸ人材の育成に関する相談やＤＸに関連した訓練のコーディネートを行い、中小企業の

ＤＸに対応するための人材育成を総合的に推進する。 

 



施設内 委託

定員 定員 定員 定員 定員

ＩＴ分野 578 528 50

営業・販売・事務分野 1,137 15 1,122

医療事務分野 223 100 123

介護・医療・福祉分野 594 517 77

農業分野

旅行・観光分野 2 2

デザイン分野 282 150 132

製造分野 373 145 15 213

建設関連分野 117 15 42 60

理容・美容関連分野 6 6

その他分野 646 60 228 90 268

163 163

合計 4,121 235 2,710 363 813

（参考）
デジタル分野

992 660 150 182

※　「定員」とは、当該年度中における開講コースの定員の数。
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求職者支援訓練（基礎コース）

別紙１

全体
計画数

公共職業訓練
（都道府県） 公共職業訓練

（高齢・障害・求職
者支援機構）

令和６年度　公的職業訓練実施計画（案）（離職者訓練）



番号
地方公共
団体

事業名 事業概要等

1 十日町市 十日町地区雇用協議会の設置 １　事業内容

　　妻有地域（十日町市・津南町）の雇用の推進のため、産業界と行政が連携し、若年者（新卒
　者を含む）の地元就職の促進、高年齢者・障がい者等への雇用対策の実施、地域雇用にかかる
　情報発　信などを行う。

２　構成団体

　　十日町商工会議所、水沢商工会、川西商工会、中里商工会、松代町商工会、松之山商工会、
　津南町商工会、十日町織物工業協同組合、新潟県建設業協会十日町支部、十日町専門店会協同
　組合、グループ夢21、妻有地域包括ケア研究会、十日町公共職業安定所、十日町市、津南町

３　令和６年度事業費（予定）

　　2,555,000円（うち、十日町市負担金1,813,000円）

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　新入社員実務基礎セミナー（Ｒ６年４月）、まちの産業発見塾（Ｒ６年10月）、十日町・津
　南就職ガイダンス（時期未定）、障がい者就職面接会（未定）、地域雇用に係る広報（通年）

５　事業区分

　　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

2 津南町 十日町地区雇用協議会の設置 １　事業内容

　　妻有地域（十日町市・津南町）の雇用の推進のため、産業界と行政が連携し、若年者（新卒
　者を含む）の地元就職の促進、高年齢者・障がい者等への雇用対策の実施、地域雇用にかかる
　情報発　信などを行う。

２　構成団体

　　十日町商工会議所、水沢商工会、川西商工会、中里商工会、松代町商工会、松之山商工会、
　津南町商工会、十日町織物工業協同組合、新潟県建設業協会十日町支部、十日町専門店会協同
　組合、グループ夢21、妻有地域包括ケア研究会、十日町公共職業安定所、十日町市、津南町

３　令和６年度事業費

　　2,555,000円（うち、津南町負担金327,000円）

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　新入社員実務基礎セミナー（Ｒ６年４月）、まちの産業発見塾（Ｒ６年10月）、十日町・津
　南就職ガイダンス（時期未定）、障がい者就職面接会（未定）、地域雇用に係る広報（通年）

５　事業区分

　　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

3 津南町 津南町中小企業人材育成事業補助金 １　事業内容

　　町内中小企業の優秀な人材の育成・確保を推進し、資質の向上や能力開発・技術力の向上等
　を図るため、中小企業大学校、民間主催の研修を受講する（オンラインによる研修も対象）場
　合に、受講料及び宿泊料の３分の１（１人３万円を限度、１事業者１年度で９万円）を補助す
　るもの

２　実施主体

　　津南町

３　令和６年度事業費

　　20,000円

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　申請があれば都度対応し、補正予算で対応する

５　事業区分

　　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

4 湯沢町 資格取得支援事業補助金 １　事業内容

　　町内に事業所等を有しており、企業独自で従業員（正社員に限る）への資格及び免許取得に
　対する補助制度がある法人に対して、従業員が資格及び免許取得のために要する経費につい
　て、企業が負担した額の３分の２（上限10万円（二種免許は20万円））を補助する。

２　実施主体

　　湯沢町

３　令和６年度事業費

　　1,600,000円

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　申請があれば対応

５　事業区分

　　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

5 新潟市 １　事業内容

　　在宅テレワーカーの養成及び企業の人材活用促進
　　・　在宅テレワーカー養成講座の開催
　　・　発注業務の切り出しセミナー

２　実施主体

　　新潟市

３　令和６年度事業費

　　44,000,000円の内数

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　在宅テレワーカー養成講座、発注業務の切り出しセミナーの開催（実施時期未定）

５　事業区分

　・　経営者等の意識改革・理解促進

　・　従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援

6 長岡市 １　事業内容

　　主に長岡市内企業の経営者や人事（採用）担当者を対象として、新卒採用に向けたリスキリ
　ングセミナーを年２回開催。
　　当該事業の実施に係る基本的な事業費は関東経済産業局予算によるもの。事業費に計上した
　1,300,000円は、当該事業を実施している受託者（事務局）に対し、長岡市からの追加メニュー
　（インターンシップ推進）実施の補助金交付予定額。

２　実施主体

　　関東経済産業局

３　令和６年度事業費

　　1,300,000円（長岡市単独補助金）

４　令和６年度事業計画（主なもの）

　　新卒採用に向けたリスキリングセミナー（実施時期未定）

５　事業区分

　　経営者等の意識改革・理解促進

別紙２　地域リスキリング推進事業一覧（令和６年度事業）

デジタル技術を活用した地域就労モ
デル構築事業

地域の人事部事業
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１３

令和６年度新潟県職業訓練計画の策定方針について

令和４・５年度の実績や中央協議会の方針を踏まえながら、計画の作成を進める。

①比較的就職率が高く、応募倍率が低い分野

（R4実績）「製造分野」

②比較的応募倍率が高く、就職率が低い分野

（R4実績）「デザイン分野」

実施状況
の分析

③求職者支援訓練のうち、基礎コースは令和
年度計画では認定規模の２０％程度としてい
たが、実績は１０％未満

計画と
実績の
乖離

④デジタル人材が質・量とも不足。
（デジタル田園都市国家構想総合戦略）
デジタル分野におけるコース設定が課題。

人材ニー
ズを踏ま
えた設定

・開講時期の柔軟化、受講申込締切日から受講開始
日までの期間の短縮、効果的な周知広報等、受講者
数増加のための取組が必要。

・デザイン分野は就職率が低いことから、求人ニー
ズに即した効果的な訓練内容の検討が必要。
・就職率向上のため、受講希望者のニーズに沿った
適切な訓練を勧奨できるようハローワーク訓練窓口
職員の知識の向上や事前説明会・見学会の機会確保
を図るとともに、訓練修了者の就職機会の拡大に資
するよう訓練修了者歓迎求人等の確保を推進する等
の取組が必要。

・就労経験の少ない者や、様々な理由で就労にブラ
ンクのある者に対して有効であり、一定のニーズが
あるため、実態を踏まえた計画の設定が必要。

・訓練のデジタル分野への重点化が必要であり、
webデザイン分野では応募倍率が100％を超えてい
ることを踏まえて計画数の設定が必要。
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女性向け職業体験等支援事業【新規】
■ 非正規及び離職した女性の再就職を促進するリスキリングのきっかけ作りを行うため、女性を対象とした

職業見学・体験会を民間事業者に委託し実施する。

■ 時間的・体力的に制約がある女性の非正規労働者や離職者が、ＩＴ、建設、介護等の人手不足分野を中心

に経験のない職業の見学や体験をとおして新たな可能性に気付くことで、再就職の促進、非正規労働者の

処遇改善に繋げる。

■ 女性・高齢者等新規就業促進プロジェクトを拡充し、デジタル田園都市国家構想交付金を活用して実施す

る。

事 業 概 要

職業見学会

ＩＴ、建設、介護関連職種等の人手不
足分野を中心に、ハッピー・パートナー
企業やデジタル技術の導入など女性が
働きやすい環境を整えている企業を見
学するとともに、職業訓練等について情
報提供。

【対象】
女性の非正規労働者及び離職者

【内容】
県内企業の見学
・定員300人
（３地域×10社×定員10人）

【委託内容】
・受入れ企業の開拓
・企業開拓
・参加者事前受付
・職員派遣による当日対応
・資料作成 など

職業体験会

テクノスクール等を会場とし、対象とな
る職種の業務を２～３時間で体験する機
会を提供するとともに、職業訓練等につ
いて情報提供。

【対象】
女性の非正規労働者及び離職者

【内容】
テクノスクールを会場とした体験会
・定員225人
（５業種×定員５人×全９回）

・実施会場３校（新潟、上越、三条）
×３回（５業種/回）

【委託内容】
・講師依頼
・参加者事前受付
・職員派遣による当日対応
・資料作成 など

周知広報

企業など関係機関への訪問等によ
り事業周知や協力企業を開拓するとと
もに、HP（にいがたアクティ部等）や
SNS等の広報媒体を活用した周知によ
り参加者の確保を図る。

【主な内容】
○ 広報企画・活動
・事業周知に係る企業訪問等
・SNS活用等広報内容の企画）

○ リーフレット作成費
・企業及び個人配布用リーフレット

○ ＨＰ作成・改修
見学会・体験会広報等

○ 広告媒体掲載費
・SNS広告出稿
・地域広報誌など広報媒体掲載等

新潟県産業労働部雇用能力開発課
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領 

 

１ 目的 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、適切

かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて、訓練修

了者や採用企業からのヒアリングも含め、訓練効果を把握・検証し、訓練カリキ

ュラム等の改善を図ることとする。 

 

２ ＷＧの構成員 

「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」の１（３）の構成員のう

ち、都道府県労働局、都道府県及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機

構とし、必要に応じて、地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」とい

う。）構成員の中から任意の者を追加する。 

なお、協議会の構成員として委任した者と同一のものとする必要はなく、構成

員の機関・団体の職員等で差し支えないが、協議会の事務に従事する者として、

正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。                                                                                                                                                                                                                                                                             

 

３ 検証手法 

検証手法は、公的職業訓練の訓練修了者、訓練修了者の採用企業及び訓練実施

機関に対するヒアリングにより行うものとする。 

なお、各種データの統計処理による分析については、訓練カリキュラムの改善

に資する場合に限り各協議会で実施することも可能であるが、都道府県労働局職

員以外の者が直接関わって分析を実施する場合は、①分析するデータの種類・範

囲、②分析手法、③分析の実施者等を明らかした上で、事前に、本省に協議する

こと。 

 

４ ＷＧの具体的な進め方  

（１）検証対象コースの選定 

ア 予め協議会にて検証対象となる訓練分野を選定しておき、ＷＧでは当該

訓練分野の中で訓練修了者が比較的多い訓練コースを３コース（ただし、

異なる訓練実施機関が実施するものとすること。）以上選定する。 

イ 検証対象は、アで選定したコースの訓練実施機関と、各訓練コースにつ

き訓練修了者１人以上、当該訓練修了者を採用した採用企業１社以上とす

る。具体的には、３コースを選定すると、訓練実施機関３者、訓練修了者

３人以上及び採用企業３社以上が対象となる。 

  なお、ヒアリングの対象とする訓練修了者の選定にあたっては、同一の
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性別又は年齢層に偏らないよう配慮すること。 

その他、就職氷河期世代、就職困難者、ひとり親等といった様々な事情

を抱える方々について検証することも有意義であることから、訓練修了者

のうちの一人は、例えば離職期間が長い、離転職を繰り返している等の履

歴のある者をできる限り選定することが望ましい。 

（２）ヒアリングの内容等 

ア ヒアリングは直接又は web 会議のいずれでも差し支えない。 

イ ヒアリング内容は以下の項目を必須とし、協議会独自に質問項目を追加

しても差し支えない。 

① 訓練実施機関へのヒアリング 

・訓練実施にあたって工夫している点 

・訓練実施機関が行っているキャリアコンサルティングの状況 

・訓練実施にあたっての国への要望、改善して欲しい点 

     ② 訓練修了者へのヒアリング 

       ※訓練機関の接遇など、受講中の満足度ではないことに留意。 

・訓練内容のうち、就職後に役に立ったもの 

・訓練内容のうち、就職後にあまり活用されなかったもの 

・就職後に感じた、訓練で学んでおくべきであったスキル、技能等 

③ 訓練修了者を採用した企業へのヒアリング 

・訓練により得られたスキル、技能等のうち、採用後に役に立って

いるもの 

・訓練において、より一層習得しておくことが望ましいスキル、技  

能等 

・訓練修了者の採用について、未受講者（未経験者）の採用の場合

と比較して期待していること（同程度の経験等を有する者同士を

比較。採用事例がない場合は想定） 

（３）ヒアリングを踏まえた効果検証等 

（２）のヒアリングを踏まえ、調査した訓練コースを含む分野全体におい

て、訓練効果が期待できる内容及び訓練効果を上げるために改善すべき内容

について整理する。 

（４）効果検証結果を踏まえた検討 

（３）の効果検証結果を踏まえ、訓練カリキュラム等の改善促進策（案）

等を検討し、協議会への報告事項を整理する。 

【訓練カリキュラムの改善促進策（例）】 

○ 委託訓練について、 

・説明会資料又は委託要綱等の内容に追加 

・公募条件又は入札の加点要素として付加 
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○ 汎用性の高い訓練（就職支援）内容について、 

・求職者支援訓練において、訓練実施期間中に独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構が行う実施状況の確認の際に周知 

・申請・認定事務の際に周知 

・求職者支援訓練の実施機関開拓の際に周知   

（５）協議会への報告 

ＷＧの効果検証結果及び訓練カリキュラムの改善促進策（案）等につい

ては協議会に報告する。 





公的職業訓練効果検証ワーキンググループの進め方

目的

デジタル分野（24県） ：宮城、福島、茨城、群馬、埼玉、千葉、東京、新潟、冨山、石川、福井、山梨、
愛知、大阪、兵庫、和歌山、岡山、徳島、愛媛、長崎、熊本、大分、宮崎、沖縄

ＩＴ分野（７県） ：秋田、神奈川、滋賀、京都、広島、山口、福岡
営業・販売・事務分野（12県）

：青森、岩手、山形、栃木、静岡、愛知、三重、島根、香川、高知、佐賀、鹿児島

※上記のほか、介護、製造、CADコース、理容・美容関連分野が選定された（複数分野選定した県もあり）。

令和５年度の対象分野

令和５年度 令和６年度上半期 令和６年度下半期

中央職業能力
開発促進協議
会

地域職業能力
開発促進協議
会

ワーキンググ
ループ
（ＷＧ）

選定分野のうち
３コース×３者（修了者、採用企業、実施機関）

協議会開催

ヒアリング 結果

整理

改善促進策

（案）検討

協議会

開催

１月

協議会

開催

協議会

開催

９月

地域協議会から
検討結果を報告

協議会開催

３月

検証対象訓練
分野を選定

協議会開催

10月～11月

ＷＧから報告① ④② ③

２～３月

２月

（参考）検討スケジュール

適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて訓練修了者等へのヒアリング等を通じ、訓練効果を把握・
検証し、訓練カリキュラム等の改善を図る。
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「公的職業訓練効果検証」対象分野について（案） 

 

 

検証・改善を行う訓練分野 

デジタル分野 

 

 

訓練分野選定の考え方 

 新潟県では、官民で連携して県内産業のＤＸを推進するため、県が実施すべき

施策を体系的に整理し、企業経営者のＤＸ推進に向けた行動指針を提示する「県

内産業デジタル化構想」をまとめた（令和 3年 3月 25日公表）。構想の策定に当

たって実施したアンケート調査では、「デジタル人材の育成・確保ができない」

ことを課題と感じている企業が全体の 63%あり、ＤＸを推進するうえでは、人材

が最たる課題とされているところ。 

 また、新潟県デジタル改革実行本部が策定した「デジタル改革の実行方針」

（令和５年２月 14 日改定）においても、「ＩＴに関する専門的な知識・技能を有

する職員を確保・育成していくことが急務」とされているところ。 

 令和５年度の公的職業訓練効果検証においては、デジタル分野を選定しＩＴ分

野及びＷＥＢデザイン分野の効果検証を行った。令和６年度においては、再度デ

ジタル分野を選定しＩＴ分野のうち特にＤＸ人材に有効とされるデジタルスキル

（Ｐｙｔｈｏｎ、ＰＨＰ、ＪａｖａＳｃｒｉｐｔなど）の習得を目指す訓練コー

スについて、ヒアリングを行い、訓練効果の検証を行うこととする。 

 

 

効果検証の方法 

公共職業訓練及び求職者支援訓練からデジタル分野の訓練コースを３コース選

定し、それぞれの選定コースについて、訓練修了者、採用企業、訓練実施機関に

対してヒアリングを実施する。 

ヒアリングにおいては、訓練修了者や採用企業に対して、訓練内容やカリキュ

ラムについてのニーズ、採用後に活かすことができたスキルなどを聴取し、訓練

実施機関に対しては、訓練受講者の就職に効果のあったカリキュラムの設定や就

職支援の取組などを聴取する。 

ヒアリングの結果は整理を行い、就職率向上に効果のあった訓練内容（カリキ

ュラムの設定や就職支援など）について検証を行う。 
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議題（５） 
 

教育訓練給付制度の指定講座拡大について 
 

資 料 
 

〇 説明内容                                １頁～３頁 

〇 教育訓練給付の概要                              ５頁 

〇 教育訓練給付の対象となる講座の指定申請及び教育訓練給付を受給するまでの流れ  ６頁 

〇 教育訓練給付の講座指定の対象となる主な資格・試験など             ７頁 

〇 教育訓練給付制度を地方職業能力開発促進協議会でご議論頂く趣旨      ８頁～９頁 

〇 指定講座の状況・教育訓練給付の受給状況（全国及び新潟県）      １０頁～１１頁 

   ・全国の指定講座の状況                           １２頁 

・新潟県における指定講座の状況                                     １３頁～１４頁 

・指定講座のうち通信講座（e-ラーニングを含む）の割合            １５頁 

・都道府県別の教育訓練給付の受給者数・支給額について            １６頁 

  ・新潟県の教育訓練給付の受給者数の推移                   １７頁 

〇 参考資料 

    ・教育訓練給付制度を紹介する専門学校等の生徒募集案内（例）         １８頁 

    ・新潟県の指定講座一覧（令和 5年 10月 1 日時点）          １９頁～２８頁 

     （専門実践教育訓練 1９頁～ 特定一般教育訓練 2１頁 一般教育訓練 2２頁～） 

    ・教育訓練給付の拡充（予定）                        ２９頁 
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